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㈱ケムカレントでは、「化評法 ⁻ 既存化学物質共同登録」について理解を深めるために 

ご要望の際に以下のように1:1相談サービスをご提供いたします。 

 

-下記- 

• 対象: 相談をご希望する企業 

• 日程: お客様のご要望に合わせて協議後に確定 

• 言語: 3ヵ国語のうちご要望の言語をご指定下さい。(韓国語/日本語/英語) 

• 相談方法: 要請により対面/非対面可能 

• 所要時間: 30~60分(Q&A時間を含む) 

• 詳細な内容: 

- 既存化学物質の共同登録概要のご説明 

- 登録予定の既存化学物質に対するデータギャップ(Data gap screening) 

- 物質別の登録戦略策定 

- 物質別登録時の予想費用を算出 

- 韓国政府の支援サービスの種類と詳細な内容のご説明 

- 協議体内での役割別、登録前後の準備事項 

- Q&A 

 

多くの関心及びご参加をお願いいたします。その他のお問い合わせがございましたらご連絡ください。 

 

※ 本ニュースレターには、詳細な告示内容をご確認いただけるよう添付ファイルが付いております。  

▪ Adobe Acrobat Reader: [表示→表示切り替え→ナビゲーションパネル→添付ファイル]を選択 

▪ その他のPDFビューア: [表示]メニューにて添付ファイル表示などを選択 
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化評法(K-REACH) 

法律の動向 - 改正・予告(案)など 
 

[環境部公告第2026-434号]「化学物質の登録及び評価等に関する法律」施行規則一部改正

令(案)再立法予告 

改正理由 

化学物質登録申請資料の共同提出・共同活用過程で生じる紛争の調整手続きや、所有者の使用同意

を要する登録申請資料の提出猶予申請手続き等を、改正法に合わせて具体化し、国外製造・生産者が

選任した者の変更時に、従前に行っていた業務の承継届出に関する規定等を整合的に整備するために改

正します。 

主な内容 

イ. 登録申請資料の共同提出方法・手続き規定の整備(案第17条第1項、第2項、第5項及び第9項

の改正、第17条第6項及び第7項の削除) 

▪ 共同提出に関する文言を整備するとともに、協議体の構成に関する一部規定を削除 

ロ. 登録申請資料の共同提出・共同活用に関する紛争調整手続の新設(案第17条の2および関連様

式新設) 

▪ 紛争調整申請時には、調整申請書(別紙第9号様式)に、登録に支障が生じるおそれがあることを

証明する書類等を添付して提出するよう規定  

▪ 調整案の作成に必要な場合には、提出期限を定めたうえで、調整申請者等に資料提出を要請でき

るよう規定 

▪ 調整案の提示を受けた当事者は、30日以内に受諾可否を通知するよう規定 

ハ. 所有者の使用同意が必要な登録申請資料に関する提出猶予・延⾧手続の新設(案第17条の3お

よび関連様式新設) 

▪ 提出猶予申請時には、提出猶予申請書(別紙第9号の3様式)に、提出猶予事由に該当すること

を証明できる書類等を添付して提出するよう規定 

▪ 化学物質安全院⾧は、申請の受付日から30日以内に検討し、その結果を通知することとし、提出

猶予期間の延⾧を希望する者は、猶予期間満了の30日前までに延⾧申請書(別紙第9号の5書

式)を提出 

ニ. 国外製造・生産者が選任した者を変更する場合の業務承継申告手続を新設(案第55条の3第4項

および関連様式を新設) 

▪ 国外製造・生産者の代理人変更時に、既存代理人が遂行した業務の効力を承継する場合には、

既存代理人の業務を承継した事実を証明する書類等を添付して提出するよう規定 

参考資料 

電子官報(https://gwanbo.go.kr/user/search/searchDaily.do) 告示日 2026.04.28 

※ 詳細な内容は本PDFの添付ファイル 01_MCEE_2026-434.pdf をご参考下さい。 
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[気候エネルギー環境部告示第2026-103号］「既存化学物質」 一部改正告示 

主な内容 

イ. 第4条のうち、“2020年7月1日” を “2026年7月1日” に修正し、“12月31日” を “6月30日”

に修正します。 

ロ. [別表1]のうち固有番号がKE-03115の既存化学物質名称に(CAS No. 7195-44-0)を修正 

ハ. [別表2]のうち固有番号が2010-3-4455の既存化学物質名称に(CAS No. 918866-78-1)を

追加 

ニ. [別表2]のうち固有番号が2011-3-5317の既存化学物質名称に(CAS No.925246-00-0)を

追加および化学物質名を修正 

ホ. [別表2]のうち次の固有番号を持つ既存化学物質の名称を別紙の通りにする。 

参考資料 

気候エネルギー環境部(https://mcee.go.kr/home/web/index.do?menuId=71) 

法令・政策＞告示・訓令・例規＞番号1653、登録日2026.04.28 

※ 詳細な内容は本PDFの添付ファイル 02_MCEE_2026-103.pdf をご参考下さい。 

 

[気候エネルギー環境部令第36号]「化学物質の登録及び評価等に関する法律」施行規則一部

改正令 

主な内容 

イ. [別表4] 第3号イ項 1) 及び 2) 以外の部分で “2021年12月31日” を “2027年12月31

日” にし、同項の 1) 表以外の部分本文を次のように変更する。 

▪ 戦争、国際紛争、貿易相手国の貿易に関する制限措置、またはそれに準ずる事由により、国外から

の化学物質の輸入または供給に重大な支障が生じる、または生じる恐れがあるため、産業通商部⾧

官の要請に基づき、気候エネルギー環境部⾧官が登録手続きを迅速に進める必要があると認められ

る化学物質の場合 

ロ. [別表4] 第3号ロ項の表以外の部分で “2022年1月1日” を “2028年1月1日” とし、同号の

備考で “2021年12月31日” を “2027年12月31日” に、“2022年1月1日” を “2028年1

月1日” とする 

参考資料 

電子官報(https://gwanbo.go.kr/user/search/searchDaily.do) 告示日 2026.04.30 
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[大統領令第36304号]「化学物質の登録及び評価等に関する法律」施行令一部改正令 

改正理由 

化学物質の登録申請時に、提出資料の共同提出・共同活用過程で生じる紛争を解決するための調整

制度を導入し、中小企業を対象に行政的・技術的・財政的支援が可能な項目に有害性の高い化学物

質の使用削減活動を追加するなど、現行制度の運用上に見られる一部の不備を改善・補完することを目

的とします。 

主な内容 

イ. 共同提出・共同活用に関する紛争調整業務の追加 

▪ 海外製造・生産者が選任した代理人が行える業務に登録申請資料の共同提出・共同利用に関す

る紛争調整業務を追加 

▪ 化学物質情報処理システムを通じて処理可能な業務にも関連する紛争調整業務を追加 

ロ. 関連業務の委託根拠を整備 

▪ 共同提出・共同活用に関する紛争事実調査業務を韓国環境公団に委託 

▪ 海外製造・生産者が選任した代理人の業務効力継承申告の受付業務を韓国環境公団に委託 

参考資料 

電子官報(https://gwanbo.go.kr/user/search/searchDaily.do) 告示日 2026.05.06 

 

[気候エネルギー環境部令第37号]「化学物質の登録及び評価等に関する法律」施行規則一部

改正令 

主な内容 

化学物質の登録申請時に提出すべき資料の共同提出または共同活用に関する紛争を解決するための調

整制度を導入し、調整の相手方が調整案を受け入れない場合には、所有者の使用同意を得る必要があ

る登録申請資料の提出を猶予できるようにする内容で「化学物質の登録及び評価等に関する法律」が改

正(法律第21132号、2025年)11.11.公布、2026.5.12.施行)されることにより、共同提出・共同活

用に関する紛争調整の手続きや方法、所有者の使用同意を得なければならない登録申請資料提出猶

予の手続きなど、法律で委任された事項とその施行に必要な事項を定めます。 

 

イ. 登録申請資料の共同提出・共同活用に関する紛争調整手続きを新設(第20条の2新設) 

▪ 登録資料の共同提出・共同活用の過程で紛争が発生し、化学物質の登録に支障が懸念される場

合、紛争調整を申請できる手続きを整備 

▪ 紛争調整申請時に提出すべき書類を規定 

­ 登録の遅延懸念を証明する書類 

­ 国外製造・生産者の選任申告証(該当する場合) 

­ 委託製造に関する証拠資料(該当する場合) 

▪ 気候エネルギー環境部⾧官は調整案を作成する際、費用分担および費用算定の原則を考慮する

よう規定 

▪ 調停案を受け取った当事者は、提示された日から30日以内に受諾の可否を通知しなければならない 

▪ 資料提出の依頼手続きおよび様式も新設 
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ロ. 登録申請資料の提出猶予手続きを新設(第20条の3新設) 

▪ 登録資料使用同意に関する紛争が解決されていない場合、登録申請資料の提出猶予を申請できる

手続きを整備 

▪ 提出猶予申請時に提出すべき書類を規定 

­ 相手が調整案を受け入れなかったことを証明する書類 

­ 国外製造・生産者の選任申告証(該当する場合) 

­ 委託製造に関する証拠資料(該当する場合) 

▪ 化学物質安全センター⾧は、申請日から30日以内に結果を通知しなければならない 

▪ 提出猶予期間延⾧申請手続きおよび提出書類も規定 

▪ 提出猶予期間延⾧申請の結果も申請日から30日以内に通知することを規定 

参考資料 

電子官報(https://gwanbo.go.kr/user/search/searchDaily.do) 告示日 2026.05.12 

※ 詳細な内容は本PDFの添付ファイル 03_MCEE_37.pdf をご参考下さい。 

 

  



 

 

 

Vol.62 

May 

 Tel +82-2-2069-2300 (代表電話)

 E-mail chem@chemcurrent.net 

化
評

法
(K

-R
E
A

C
H

) 
化

学
製

品
安

全
法

(K
-B

P
R

) 
産

安
法

(I
S

H
A

) 

[化学物質安全院公告第2026-9号］「化学物質の有害性審査結果」 一部改正 

「化学物質の登録及び評価などに関する法律」第21条及び同法施行規則第28条により、「化学物質の

有害性審査結果」を改正・告示します。 

主な内容 

イ. 新規化学物質34種のうち、有害性などを告示および固有番号2026-1~2026-79を新設 

ロ. 既存化学物質13種の有害性等を告示、誤記訂正1種及び人体有害性物質固有番号18種を改正 

参考資料 

化学物質安全院(https://nics.mcee.go.kr/sub.do?menuId=36) 

お知らせ>法令情報>安全院告示/例規/公告、登録日 2026.05.21 
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国内動向 - 支援事業・移行ガイドなど 
 

代表登録者の早期登録申請に関する処理期限延⾧のお知らせ 

化学物質情報処理システムにおいて、代表者の早期登録申請件数が短期間で大幅に増加したことに伴

い、一部の申請については処理期限を延⾧して運用する予定です。 

▪ 適用対象:  

2026.3.30.~4.24. 

10⁻100トンの既存化学物質(代表者登録)申請受付件数122件 

▪ 処理期限:  

法定処理期間(30日)に加えて最大30日以内の延⾧(合計60日以内) 

▪ 参考:  

本延⾧は、代表者の早期登録申請に限られ、同法施行令第10条に基づく既存化学物質の登録猶

予期間に該当するため、製造・輸入スケジュールには影響しない。 

参考資料 

化学物質情報処理システム 

(https://kreach.mcee.go.kr/repwrt/portal/notifyList.do?BOARD_DVSN=ALL) 

化学物質情報提供>お知らせ、掲示番号432、登録日 2026.04.29 

 

化学物質登録申請資料の共有および費用分担実務ガイド改訂のお知らせ 

産業界支援センターでは、「化学物質登録申請資料の共有および費用分担実務ガイド」を改訂しました。 

本改訂版は「産業界支援センター」ホームページの [資料室＞案内書・実務ガイド＞実務ガイド] でご確

認できます。 

参考資料 

産業界支援センター 

(https://www.chemnavi.or.kr/chemnavi/spboard/noticedetail.do?idx=82112) 

化学物質情報提供>お知らせ、登録日 2026.05.14 
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化学製品安全法(K-BPR) 

法律の動向 - 改正・予告(案)など 
 

2026年度生活化学製品安全管理コンサルティング支援事業への参加企業募集に関する公告 

化学製品管理システムにて、生活化学製品安全管理コンサルティング支援事業の募集告知を行いました。 

▪ 目的: 生活化学製品を製造·輸入する中小企業が「生活化学製品及び殺生物剤の安全管理に関

する法律」の基準及び手順を遵守し、安全な製品を製造・輸入・流通など管理できるようコンサルティ

ングを支援 

▪ 支援対象: 生活化学製品を製造・輸入する中小企業のうち、生活化学製品の安全管理コンサルテ

ィングを希望する企業(450社) 

▪ 支援内容:  

区分 コンサルティングサービス 

行政コンサルティング 

安全基準適合確認の手続き、生活化学製品の申告方法、化学製品管理

システム(CHEMP)の使用方法、表示事項の作成方法、チャイルド・レジスタン

ス包装の発行手続きなど 

技術コンサルティング 

生活化学製品の安全基準適合確認結果、‘不適合’判定を受けた製品の原

因を診断し、代替え物質の適用または工程の改善など、製品改善ソリューショ

ンを提供(試験分析を含む) 

▪ 受付期間: 2026.05.07.(木)~10.30.(金) 

参考資料 

化学物質管理システム (https://chemp.mcee.go.kr/) 

お知らせ>申告対象安全確認対象生活化学製品、登録日 2026.05.08 
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[大統領令第36326号]「生活化学製品および殺生物剤の安全管理に関する法律」 施行令一部

改正令 

主な内容 

安全確認対象生活化学製品の製造者・輸入者が自主的に製品の安全管理を強化できるようにするた

め、安全管理強化のための追加的な技術的安全措置を適用した製品については、安全基準適合確認の

有効期間を延⾧できるよう 「生活化学製品及び殺生物剤の安全管理に関する法律」が改正されました。

(法律第21125号、2025.11.11.公布/2026.5.12.施行) 

また、表示基準違反等の比較的軽微な違反事項については、直ちに制裁措置を講じるのではなく、改善

命令を通じて優先的に事業者を指導できる根拠も整備されました。 

▪ 生活化学製品および殺生物剤管理情報システムで処理可能な業務に、安全基準適合確認の有効

期間延⾧業務を追加 

▪ 表示基準違反等に対する改善命令権限を、気候エネルギー環境部⾧官から流域環境庁⾧または地

方環境庁⾧へ委任 

参考資料 

電子官報(https://gwanbo.go.kr/user/search/searchDaily.do) 告示日 2026.05.12 

 

[気候エネルギー環境部令第38号]「生活化学製品および殺生物剤の安全管理に関する法律」

施行規則一部改正令 

改正理由 

化学製品安全法の改正(2025.11.11公布、2026.5.12施行)に伴い、  

▪ 企業が自主的に安全管理を強化した場合に安全基準適合確認の有効期間を延⾧できる制度および 

▪ 表示基準違反等の軽微な違反事項について、まず改善命令を通じて事業者を指導できる制度が新

設されました。 

主な内容 

イ. 安全基準適合確認有効期間延⾧制度の新設(第5条の2新設) 

▪ 安全確認対象生活化学製品の製造・輸入事業者が自主的に安全管理を強化した場合、安全基

準適合確認の有効期間延⾧を申請可能 

▪ 有効期間満了の6ヶ月前までに申請する必要があり、韓国環境産業技術院⾧が審査後、延⾧可

否を通知 

▪ 以下に該当する場合、延⾧審査時に優遇可能 

­ 製品原料成分の自主的公開 

­ 成分安全性情報の公開 

­ 化学物質低減優秀製品に該当する場合 

­ 追加的な技術的安全措置の実施 

▪ 必要に応じて現場確認を実施 

▪ 延⾧に関する詳細基準および手続は、気候エネルギー環境部⾧官が別途告示予定 

ロ. 軽微な違反事項に対する改善命令手続の新設(第7条改正および第34条準用規定を新設) 

▪ 表示基準違反等の軽微な違反事項について、まず改善命令を通じて事業者を指導可能 
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▪ 改善命令時には、以下の事項を書面で通知 

­ 製品名 

­ 対象者情報 

­ 改善内容およびその理由 

­ 改善期間など 

▪ 改善期間は最大3ヶ月の範囲で付与可能であり、やむを得ない事由がある場合には1回に限り延⾧

可能 

▪ 改善命令を受けた事業者は改善結果報告書を提出する必要あり 

▪ 所管環境庁は必要に応じて補完を要請可能 

ハ. 安全管理点検項目の具体化(第43条改正) 

以下の事項を点検対象項目として明確化 

▪ 安全基準遵守有無 

▪ 表示基準遵守有無 

▪ 殺生物製品表示事項遵守有無 

▪ 表示・広告制限事項遵守有無 

▪ 有効期間延⾧基準遵守有無など 

参考資料 

電子官報(https://gwanbo.go.kr/user/search/searchDaily.do) 告示日 2026.05.12 

 

[気候エネルギー環境部告示第2026-115号]「安全確認対象生活化学製品安全基準適合確

認有効期間延⾧基準等に関する告示」制定 

目的 

「生活化学製品及び殺生物剤の安全管理に関する法律」(以下「法」)第10条第2項ただし書および同法

施行規則(以下「施行規則」)第5条の2に基づき、安全確認対象生活化学製品の安全基準適合確認

有効期間の延⾧に必要な書類、有効期間延⾧の詳細基準および手続等を定めます。 

参考資料 

電子官報(https://gwanbo.go.kr/user/search/searchDaily.do) 

法制処 (https://www.law.go.kr/admRulLsInfoP.do?admRulSeq=2100000278904) 

登録日2026.05.12 
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国内動向 - 支援事業・移行ガイドなど 
※ 5 月化学製品安全法-国内動向に関する内容はありません。 
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産業安全保健法(ISHA) 

法律の動向 - 改正・予告(案)など 
※ 5月産業安全保健法-法律動向に関する内容はありません。 
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国内動向 - 支援事業・移行ガイドなど 
※ 5 月産業安全保健法-国内動向に関する内容はありません。 
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その他の法規 - 国内動向など 
 

化学物質管理法 

[化学物質安全院告示第2026-4号］「有害化学物質の規定数量に関する規定」一部改正 

改正理由 

有害化学物質の新規指定*に伴う有害化学物質別規定数量の整備 

*「人体急性有害性物質、人体慢性有害性物質および生態有害性物質の指定告示」(化学物質安全

院告示 第2026-5号) 

主な内容 

イ. 新たに有害化学物質に指定される73種*について数量基準を新設(告示[別表2] 連番 1485 か

ら 1557 まで) 

* 新規指定予定74物質のうち、次亜塩素酸ナトリウムについては、テーマパークやプール等における職

業消費者への化学物質管理法差等適用の検討完了後に告示する予定 

ロ. 新規指定物質のうち5物質、既存の有害化学物質のうち2物質について、低拡散規定数量を整備

([別表2] 連番 1458、1459、1487、1499、1502、1503、1505) 

ハ. 規定数量適用方法の明確化(第4条)および物質名称修正([別表2] 連番 556、597) 

参考資料 

化学物質安全院(https://nics.mcee.go.kr/sub.do?menuId=36) 

お知らせ>法令情報>安全院告示/例規/公告、登録日 2026.05.06 

 





◉기후에너지환경부고시 제2026-103호


　「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제2조제3호에 따라 「기존화학물질」을 다음과 같이


개정･고시합니다.


2026년 04월 28일


기후에너지환경부장관


「기존화학물질」 일부개정고시


「기존화학물질」 일부를 다음과 같이 개정한다.


제4조 중 “2020년 7월 1일”을 “2026년 7월 1일”로 하고, “12월 31일”을 “6월 30일”로 


한다.


[별표 1] 중 고유번호가 KE-03115인 기존화학물질의 화학물질명을  


Bis(2,3-epoxypropy)terephthalate(CAS No. 7195-44-0)에서 


Bis(2,3-epoxypropyl)terephthalate(CAS No. 7195-44-0)로 한다.


[별표 2] 중 고유번호가 2010-3-4455인 기존화학물질의 화학물질명을 


2,2-Dimethyl-1,3-propanediol polymer with 


3-hydroxy-2-(hydroxymethyl)-2-methylpropanoic acid, 


1 , 1 ' - m e t h y l e n e b i s [ 4 - i s o c y a n a t o c y c l o h e x a n e ] , 


5-isocyanato-1-(isocyanatomethyl)-1,3,3-trimethylcyclohexane, dimethylcarbonate, 


1,6-hexanediol and 2-oxepanone에서 2,2-Dimethyl-1,3-propanediol polymer with 


3-hydroxy-2-(hydroxymethyl)-2-methylpropanoic acid, 


1 , 1 ' - m e t h y l e n e b i s [ 4 - i s o c y a n a t o c y c l o h e x a n e ] , 


5-isocyanato-1-(isocyanatomethyl)-1,3,3-trimethylcyclohexane, dimethylcarbonate, 


1,6-hexanediol and 2-oxepanone(CAS No. 918866-78-1)로 한다.


[별표 2] 중 고유번호가 2011-3-5317인 기존화학물질의 화학물질명을 


N,N-Bis[2-(4-dimethylaminobenzoyl)oxyethyl]-N-methylamine(CAS No. 부여되지 않음)에


서 1,1'-[(Methylimino)di-2,1-ethanediyl]bis[4-(dimethylamino)benzoate] (CAS No. 


925246-00-0)로 한다.


[별표 2] 중 다음 고유번호를 갖는 기존화학물질의 화학물질명을 별지와 같이 한다.


고유번호 2011-3-5056, 2011-3-5057, 2011-3-5058, 2011-3-5059, 2011-3-5113, 


2011-3-5148, 2011-3-5162, 2011-3-5171, 2011-3-5177, 2011-3-5203, 







2011-3-5208, 2011-3-5235, 2011-3-5243, 2011-3-5248, 2011-3-5266, 


2011-3-5278, 2011-3-5288, 2011-3-5289, 2011-3-5305, 2011-3-5319, 


2011-3-5320, 2011-3-5321, 2011-3-5322, 2011-3-5339, 2011-3-5343, 


2011-3-5346, 2012-3-5377, 2012-3-5416, 2012-3-5422, 2012-3-5431, 


2012-3-5451, 2012-3-5463, 2012-3-5478, 2012-3-5487, 2012-3-5488, 


2012-3-5498, 2012-3-5512, 2012-3-5542, 2012-3-5547, 2012-3-5567, 


2013-3-5596, 2013-3-5597, 2013-3-5604, 2013-3-5608, 2013-3-5623, 


2014-3-6015, 2014-3-5980, 2014-3-5993, 2015-3-6444, 2015-3-6445, 


2015-3-6457, 2015-3-6466, 2015-3-6467, 2015-3-6468, 2015-3-6469, 


2015-3-6473, 2015-3-6483, 2015-3-6489, 2015-3-6510, 2015-3-6528, 


2015-3-6529, 2015-3-6536, 2015-3-6550, 2015-3-6558, 2015-3-6559, 


2015-3-6565, 2015-3-6570, 2015-3-6574, 2015-3-6575, 2015-3-6576, 


2015-3-6588, 2015-3-6604, 2015-3-6606, 2015-3-6613, 2015-3-6618, 


2015-3-6619, 2015-3-6621, 2015-3-6645, 2015-3-6646, 2015-3-6647, 


2015-3-6648, 2015-3-6652, 2015-3-6655, 2015-3-6675, 2015-3-6691, 


2015-3-6722, 2015-3-6736, 2015-3-6738, 2015-3-6742, 2015-3-6744, 


2015-3-6766, 2015-3-6771, 2015-3-6774, 2015-3-6775, 2015-3-6814, 


2015-3-6826, 2015-3-6827, 2015-3-6841, 2015-3-6842, 2015-3-6855, 


2015-3-6860, 2015-3-6865, 2015-3-6866, 2015-3-6871, 2015-3-6872, 


2015-3-6875, 2015-3-6882, 2015-3-6915, 2015-3-6918, 2015-3-6969, 


2015-3-6970, 2015-3-6972, 2015-3-6987, 2015-3-6990, 2015-3-6997, 


2015-3-7023, 2015-3-7032, 2015-3-7033, 2015-3-7068, 2015-3-7069, 


2015-3-7070, 2015-3-7072, 2015-3-7073, 2015-3-7074, 2015-3-7075, 


2015-3-7076, 2015-3-7077, 2015-3-7078, 2015-3-7090, 2015-3-7091, 


2015-3-7093, 2015-3-7096, 2015-3-7164, 2017-3-7202, 2017-3-7211, 


2017-3-7234


부      칙


이 고시는 발령한 날부터 시행한다. 







고유번호 화학물질명(CAS No.)


2011-3-5056


5-Carboxypentyl 


6-[[1-oxo-6-[(1-oxo-2-propenyl)oxy]hexyl]oxy]hexanoate polymer 


with phenylmethyl 2-methyl-2-propenoate, butyl 


2-methyl-2-propenoate, 2-hydroxyethyl 2-methyl-2-propenoate, 


2-methyl-2-propenoic acid, 1-phenyl-1H-pyrrole-2,5-dione and 


ethenylbenzene (CAS No. 부여되지 않음)


2011-3-5057


2-Ethylhexyl 2-methyl-2-propenoate polymer with 2-hydroxyethyl 


2-methyl-2-propenoate, 2-methyl-2-propenoic acid, 


1-phenyl-1H-pyrrole-2,5-dione, ethenylbenzene and 


(tetrahydro-2-furanyl)methyl 2-methyl-2-propenoate (CAS No. 


부여되지 않음)


2011-3-5058


1,1-Dimethylethyl 2-methyl-2-propenoate polymer with 2-ethylhexyl 


2-methyl-2-propenoate, 2-hydroxyethyl 2-methyl-2-propenoate, 


2-methyl-2-propenoic acid, 1-phenyl-1H-pyrrole-2,5-dione, 


ethenylbenzene and (tetrahydro-2-furanyl)methyl 


2-methyl-2-propenoate (CAS No. 부여되지 않음)


2011-3-5059


2-Ethylhexyl 2-methyl-2-propenoate polymer with 


3-ethyl-3-oxetanyl 2-methyl-2-propenoate, 2-hydroxyethyl 


2-methyl-2-propenoate, 2-methyl-2-propenoic acid, 


1-phenyl-1H-pyrrole-2,5-dione, ethenylbenzene and 


(tetrahydro-2-furanyl)methyl 2-methyl-2-propenoate (CAS No. 


부여되지 않음)


2011-3-5113


2-Propenenitrile polymer with 1,3-butadiene, 


1-cyano-4-[2-hydroxy-3-[(2-methyl-1-oxo-2-propen-1-yl)oxy]p


ropoxy]-1-methyl-4-oxobutyl-terminated (CAS No. 950904-07-1)


2011-3-5148


1-Benzyl-1H-pyrrole-2,5-dione polymer with cyclohexyl 


2-methyl-2-propenoate, 2-methyl-2-propenoic acid, methyl 


2-methyl-2-propenoate and oxiranylmethyl 2-methyl-2-propenoate 


(CAS No. 부여되지 않음)


2011-3-5162
1,3-Dioxolan-2-one polymer with 1,4-butanediol and 


2-methyl-1,3-propanediol (CAS No. 906361-80-6)


2011-3-5171


1-Benzyl-1H-pyrrole-2,5-dione polymer with ethenylmethylbenzene, 


2-propenoic acid and oxiranylmethyl 2-methyl-2-propenoate (CAS No. 


부여되지 않음)


2011-3-5177
Carbon black, 3,4-dicarboxyphenyl-modified, di-potassium salt (CAS 


No. 부여되지 않음)


2011-3-5203


2-[[3-(Trimethoxysilyl)propoxy]methyl]oxirane, hydrolysis products 


with Pr alc. zirconium(4+) salt and silica, acetates (CAS No. 부여되지 


않음)


2011-3-5208


α-Hydro-ω-[(1-oxo-2-propenyl)oxy]poly[oxy(1-oxo-1,6-hexanedi


yl)] polymer with 2-ethylhexyl 2-methyl-2-propenoate, 


2,3-dihydroxypropyl 2-methyl-2-propenoate, 2-methyl-2-propenoic 


acid, N-phenylmaleimide and ethenylbenzene (CAS No. 부여되지 않음)


2011-3-5235


Carbon black, [3-(aminomethyl)phenyl]-modified, methanesulfonates 


reaction products with acrylic acid-styrene polymer, sodium salt (CAS 


No. 부여되지 않음)


2011-3-5243
Siloxanes and silicones, di-Me, Bu and 


3-[(2-methyl-1-oxo-2-propen-1-yl)oxy]propyl-terminated polymers 







고유번호 화학물질명(CAS No.)


with methyl 2-methyl-2-propenoate, 2-methyl-2-propenoic acid and 


2-(2-methoxyethoxy)ethyl 2-methyl-2-propenoate, potassium salts 


(CAS No. 부여되지 않음)


2011-3-5248


2-Propenoic acid polymer with 4-hydroxybutyl 2-propenoate, 


2-methoxyethyl 2-propenoate, 2-ethylhexyl 2-propenoate 


α-[1-[(nonylphenoxy)methyl]-2-(2-propenyloxy)ethyl]-ω-hydroxyp


oly(oxy-1,2-ethanediyl) and ethenyl acetate (CAS No. 부여되지 않음)


2011-3-5266
2,4,6-Tris[(dimethylamino)methyl]phenol reaction products with 


4-ethenylphenol homopolymer (CAS No. 부여되지 않음)


2011-3-5278


Reaction products of O,O-dihexyl hydrogen dithiophosphate, phosphoric 


acid monobutyl ester, phosphoric acid dibutyl ester and 


9-octadecene-1-amine (CAS No. 부여되지 않음)


2011-3-5288
Benzenesulfonic acid, alkylation products with propene tetramer distn. 


residues, calcium salts (CAS No. 부여되지 않음)


2011-3-5289
Formaldehyde reaction products with methylamine and 


phenol(tetrapropenyl) derivs., calcium salt (CAS No. 부여되지 않음)


2011-3-5305


3,3'-Dithiodipropionic acid polymer with 


1-allyl-3,5-bis(2,3-epoxypropane-1-yl)-1,3,5,-triazine-2,4,6-trione 


(CAS No. 부여되지 않음)


2011-3-5319


4,4'-(1-Methylethylidene)bisphenol polymer with 


1,6-diisocyanatohexane and 


α-hydro-ω-hydroxypoly(oxy-1,4-butanediyl), block (CAS No. 


1401935-95-2)


2011-3-5320


2-Propenoic acid  polymer with dihydro-2,5-furandione, 


hexahydro-1,3-isobenzofurandione, 


cis-3a,4,7,7a-tetrahydro-1,3-isobenzofurandione and 


(chloromethyl)oxirane reaction products with 


4,4'-[(biphenyl-4-yl)cyclohexylmethylene]bisphenol (CAS No. 부여되지 


않음)


2011-3-5321


2-Propenoic acid polymer with dihydro-2,5-furandione and 


(chloromethyl)oxirane reaction products with 


4,4'-[(biphenyl-4-yl)cyclohexylmethylene]bisphenol (CAS No. 부여되지 


않음)


2011-3-5322


2-Propenoic acid polymer with [5,5'-biisobenzofuran]-1,1',3,3'-tetrone, 


cis-3a,4,7,7a-tetrahydro-1,3-isobenzofurandione and 


(chloromethyl)oxirane reaction products with 


4,4'-[(biphenyl-4-yl)cyclohexylmethylene]bisphenol (CAS No. 부여되지 


않음)


2011-3-5339


Docosyl 2-methyl-2-propenoate polymer with  chloroethene, eicosyl 


2-methyl-2-propenoate, octadecyl 2-methyl-2-propenoate,  tetracosyl 


2-methyl-2-propenoate and 3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,8-tridecafluorooctyl 


2-methyl-2-propenoate (CAS No. 1392191-75-1)


2011-3-5343


2,2,3,3,3-Pentafluoropropyl bicyclo[2.2.1]hept-5-ene-2-carboxylate 


polymer with 


N-bicyclo[2.2.1]hept-5-en-2-ylmethyl)-1,1,1-trifluoromethanesulfona


mide and α,α-bis(trifluoromethyl)bicyclo[2.2.1]hept-5-ene-2-ethanol 


(CAS No. 부여되지 않음)


2011-3-5346 2,2-Bis(hydroxymethyl)-1,3-propanediol polymer with 
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1,6-diisocyanatohexane, 2-methyloxirane and oxirane, 2-propenoate 


(CAS No. 1007088-98-3)


2012-3-5377


Mixture of N-(2-ethylhexyl)isooctadecanamide, and 


polyethylenepolyamines reaction products with isostearic acid and urea 


(CAS No. 부여되지 않음)


2012-3-5416


Mixture of 


5,12-dihydro-2,9-dimethylquino[2,3-b]acridine-7,14-dione(CAS No. 


980-26-7), 


5,7,12,14-tetrahydro-2,9-dimethyl-7,14-dioxo-quino[2,3-b]acridine-4


-sulfonic acid(CAS No. 888010-82-0) and 


5,7,12,14-tetrahydro-2,9-dimethyl-7,14-dioxo-quino[2,3-b]acridine-4


,11-disulfonic acid(CAS NO. 888010-96-6) (CAS No. 부여되지 않음)


2012-3-5422


1,3-Bis(1-adamantyl)-4,6-bis(2-hydroxy-3-acryloyloxypropyloxy)ben


zene polymer with 2-ethyl-2-(hydroxymethyl)-1,3-propanediol, 


3,3',4,4'-biphenyltetracarboxylic dianhydride and 


3α,4,7,7α-tetrahydro-1,3-isobenzofurandione (CAS No. 부여되지 않음)


2012-3-5431


Mixture of 


4,4′-diamino-9,9′,10,10′-tetrahydro-9,9′,10,10′-tetraoxo-[1,1′


-bianthracene]-3-sulfonic acid(917771-55-2)and 


4,4′-diamino-9,9′,10,10′-tetrahydro-9,9′,10,10′-tetraoxo-[1,1′


-bianthracene]-3-sulfonic acid, sodium salt (1:1)(917771-57-4) (CAS 


No. 부여되지 않음)


2012-3-5451


1-Methylcyclopentyl 2-methyl-2-propenoate polymer with 


hexahydro-2-oxo-3,5-methano-2H-cyclopenta[b]furan-6-yl 


2-methyl-2-propenoate, 2,2′-azobis[2-methylpropanenitrile]-initiated 


(CAS No. 부여되지 않음)


2012-3-5463


2-Propenenitrile polymer with 1,3-butadiene, ethenylbenzene, 


2-methylenebutanedioic acid, methyl 2-methyl-2-propenoate and 


2-propenoic acid, sodium salt (CAS No. 부여되지 않음)


2012-3-5478


2-(Dimethylamino)ethyl 2-methyl-2-propenoate polymer with 


2-[[(3,5-dimethyl-1H-pyrazol-1-yl)carbonyl]amino]ethyl 


2-methyl-2-propenoate, 


α-(2-methyl-1-oxo-2-propen-1-yl)-ω-methoxypoly(oxy-1,2-etha


nediyl), oxirane polymer with tetrahydrofuran 


mono(2-methyl-2-propenoate) and 


3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,8-tridecafluorooctyl 2-methyl-2-propenoate, 


acetate salt (CAS No. 부여되지 않음)


2012-3-5487


Ethenylbenzene polymer with 3-mercaptopropanoic acid, telomer with 


ethenylbenzene, 


2-hydroxy-3-[(2-methyl-1-oxo-2-propen-1-yl)oxy]propyl ester, 


α-(2-methyl-1-oxo-2-propen-1-yl)-ω-hydroxypoly[oxy(methyl-1,


2-ethanediyl)], 2-methyl-2-propenoic acid and 2-methyl-2-propenoic 


acid sodium salt (CAS No. 부여되지 않음)


2012-3-5488


2-Ethyl-2-(hydroxymethyl)-1,3-propanediol polymer with 


(chloromethyl)oxirane, ethenylbenzene, 3-mercaptopropanoic acid, 


telomer with ethenylbenzene, 


2-hydroxy-3-[(2-methyl-1-oxo-2-propen-1-yl)oxy]propyl ester, 


α-(2-methyl-1-oxo-2-propen-1-yl)-ω-hydroxypoly[oxy(methyl-1,
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2-ethanediyl)], 2-methyl-2-propenoic acid and 2-methyl-2-propenoic 


acid sodium salt (CAS No. 부여되지 않음)


2012-3-5498


2-[(Hexahydro-2,2-dioxido-3,5-methanocyclopenta[d]-1,2-oxathiol-6


-yl)oxy]-2-oxoethyl 2-methyl-2-propenoate polymer with 


3-hydroxytricyclo[3.3.1.13,7]dec-1-yl 2-methyl-2-propenoate, 


2-(1-methylethyl)tricyclo[3.3.1.13,7]dec-2-yl 


2-methyl-2-propenoate, 1-methylcyclopentyl 2-methyl-2-propenoate 


and tetrahydro-2-oxo-3-furanyl 2-methyl-2-propenoate (CAS No. 


부여되지 않음)


2012-3-5512


(9-Ethyl-6-nitro-9H-carbazol-3-yl)[4-(2-methoxy-1-methylethoxy


)-2-methylphenyl]methanone O-acetyloxime (CAS No. 


1033482-62-0)


2012-3-5542


4-[4,6-Bis[3-(diethylamino)propylamino]-1,3,5-triazin-2-ylamino]-N


-[2-(4,5,6,7-tetrachloro-1,3-dioxoindan-2-yl)quinolin-8-yl]benzenes


ulfonamide (CAS No. 부여되지 않음)


2012-3-5547


2-[[(3,5-Dimethyl-1H-pyrazol-1-yl)carbonyl]amino]ethyl 


2-methyl-2-propenoate polymer with octadecyl 2-propenoate, 


3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,8-tridecafluorooctyl 2-methyl-2-propenoate and 


2,4,6-tris(2-propen-1-yloxy)-1,3,5-triazine (CAS No. 952117-82-7)


2012-3-5567


1,2-Ethanediyl 2-methyl-2-propenoate polymer with ethenylbenzene, 


methyl 2-methyl-2-propenoate and 3-(trimethoxysilyl)propyl 


2-methyl-2-propenoate (CAS No. 부여되지 않음)


2013-3-5596


Bicyclo[3.3.0]octane-2,4,6,8-tetracarboxylic dianhydride polymer with 


1,2,3,4-cyclobutanetetracarboxylic dianhydride, 3,5-diaminobenzoic acid 


and 


4-[4-(4-(4-pentylcyclohexyl)-cyclohexyl)-phenoxy]-1,3-diaminoben


zene (CAS No. 부여되지 않음)


2013-3-5597


Bicyclo[3.3.0]octane-2,4,6,8-tetracarboxylic dianhydride polymer with 


1,2,3,4-cyclobutanetetracarboxylic dianhydride, 3,5-diaminobenzoic acid 


and (4-heptylcyclohexyl)-phenyl-2,4-diaminophenyl ether (CAS No. 


부여되지 않음)


2013-3-5604


1H,3H-Benzo[1,2-c:4,5-c']difuran-1,3,5,7-tetrone polymer with 


N,N''-1,2-ethanediylbis[N-methyl-1,4-benzenediamine], 


3,3'-methylenebis[benzenamine], 


4,4'-(1,4-piperazinediyl)bis[benzenamine] and 


tetrahydrocyclobuta[1,2-c:3,4-c']difuran-1,3,4,6-tetrone (CAS No. 


1158818-69-9)


2013-3-5608


3a,4,7,7a-Tetrahydro-1,3-isobenzofurandione polymer with 


(chloromethyl)oxirane, α-hydro-ω-hydroxypoly(oxy-1,4-butanediyl), 


α-hydro-ω-hydroxypoly(oxy-1,2-ethanediyl), 


1,1'-methylenebis[4-isocyanatocyclohexane] and 


4,4'-(1-methylethylidene)bis[phenol] (CAS No. 902122-85-4)


2013-3-5623


1,3-Bis(1-adamantyl)-4,6-bis(2-hydroxy 


3-methacryloyloxypropyloxy)benzene polymer with 


2-ethyl-2-(hydroxymethyl)-1,3-propanediol, 


3,3',4,4'-biphenyltetracarboxylic acid dianhydride and 


3a,4,7,7a-tetrahydro-1,3-isobenzofurandione (CAS No. 부여되지 않음)


2014-3-6015 Mixture of bis, tris, tetrakis and 
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pentakis[(1H-isoindole-1,3(2H)-dione-2-yl)methyl]-5,12-dihydroquin


o[2,3-b]acridine-7,14-dione (CAS No. 부여되지 않음)


2014-3-5980
3,3',3"-(2,4,6-Trioxo-1,3,5-triazinane-1,3,5-triyl)tris(2-hydroxypropa


ne-3,1-diyl)tris(3,7-dihydroxy-2-naphthoate) (CAS No. 부여되지 않음)


2014-3-5993


Reaction products of 


4-[bis(5-cyclohexyl-4-hydroxy-2-methylphenyl)methyl]-1,2-benzen


ediol, 6-diazo-5,6-dihydro-5-oxo-1-naphthalenesulfonic acid and 


4-methylbenzenesulfonic acid (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6444
2',3,5-Trifluoro-4"-propyl-4-(trifluoromethyl)-1,1':4',1"-terphenyl 


(CAS No. 1328893-11-3)


2015-3-6445
4-[Difluoro(3,4,5-trifluorophenoxy)methyl]-3,5-difluoro-4'-(trans-4-


propylcyclohexyl)-1,1'-biphenyl (CAS No. 303186-22-3)


2015-3-6457


1,3-Bis(oxiranylmethyl)-5-(2-propenyl)-1,3,5-triazine-2,4,6(1H,3H,5


H)-trione polymer with 


1-(2-propenyl)-1,3,5-triazine-2,4,6(1H,3H,5H)-trione and 


tetrahydrocyclobuta[1,2-c:3,4-c']difuran-1,3,4,6-tetraone (CAS No. 


부여되지 않음)


2015-3-6466


1H,3H-Benzo[1,2-c:4,5-c']difuran-1,3,5,7-tetrone polymer with 


4,4'-(1,2-ethanediyl)bis-[2,6-morpholinedione], 


4,4'-[1,3-propanediylbis(4,1-phenylenemethylene)]bis[benzenamine] 


and tetrahydrocyclobuta[1,2-c:3,4-c']difuran-1,3,4,6-tetrone (CAS No. 


1233363-08-0)


2015-3-6467


1H,3H-Benzo[1,2-c:4,5-c']difuran-1,3,5,7-tetrone polymer with 


4,4'-(1,2-ethanediyl)bis[benzenamine] and 


4,4'-(1,2-ethanediyl)bis[2,6-morpholinedione] (CAS No. 


1231259-64-5)


2015-3-6468
2-[4-[Difluoro(3,4,5-trifluorophenoxy)methyl]-3,5-difluorophenyl]-tra


ns-5-propyl-1,3-dioxane (CAS No. 798556-06-6)


2015-3-6469
4,4'-[1,3-Propanediylbis(4,1-phenylenemethylene)]bisbenzenamine 


(CAS No. 230614-30-9)


2015-3-6473
N,N-Bis[4-(4-dibenzofuranyl)phenyl]-N-(1,1':4',1"-terphenyl-4-yl)a


mine (CAS No. 1198399-61-9)


2015-3-6483


N,N'-2,5-Cyclohexadiene-1,4-diylidenebis[4-[bis[(4-methylphenyl)met


hyl]amino]-N-[4-[bis[(4-methylphenyl)methyl]amino]phenyl]benzenami


nium], salt with 


1,1,1-trifluoro-N-[(trifluoromethyl)sulfonyl]methanesulfonamide (1:2) 


(CAS No. 1355251-45-4)


2015-3-6489


Butyl 2-methyl-2-propenoate polymer with 2-(dimethylamino)ethyl 


2-methyl-propenoate and 2-[2-(2-[(ethoxyethoxy)ethoxy]ethyl 


2-methyl-2-propenoate, 


1-trimethylsiloxy-1-methoxy-2-methylpropene-initiated (CAS No. 


부여되지 않음)


2015-3-6510


2-Hydroxyethyl 2-methyl-2-propenoate polymer with chloroethene, 


1,1-dichloroethene and 3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,8-tridecafluorooctyl 


2-methyl-2-propenoate (CAS No. 1396350-99-4)


2015-3-6528


2,4,6-Trichloro-1,3,5-triazine polymer with 1,3-benzenediamine, 


4-amino-N-(4-aminophenyl)benzamide and aniline, branched (CAS No. 


부여되지 않음)


2015-3-6529 2,4,6-Trichloro-1,3,5-triazine polymer with 1,3-benzenediamine and 
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aniline, branched (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6536


α,α',α"-[(2,4,6-Trioxo-1,3,5-triazine-1,3,5(2H,4H,6H)-triyl)tris(6,1


-hexanediyliminocarbonyl)]tris[ω-hydroxypoly[oxy(methyl-1,2-ethaned


iyl)] 2-methyl-2-propenoate (ester) (CAS No. 1426432-55-4)


2015-3-6550


trans-2-[4'-[Difluoro(3,4,5-trifluorophenoxy)methyl]-2,3',5'-trifluoro-


[1,1'-biphenyl]-4-yl]-5-pentyl-1,3-dioxane (CAS No. 


1256354-52-5)


2015-3-6558


Siloxanes and silicones, di-Me, Me 


3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,8-tridecafluorooctyl, Me 3,3,3-trifluoropropyl, 


[(hydroxydimethylsilyl)oxy]- and [(trimethylsilyl)oxy]-terminated (CAS 


No. 부여되지 않음)


2015-3-6559


Siloxanes and silicones, di-Me reaction products with 2-oxepanone 


homopolymer 2-[(1-oxo-2-propen-1-yl)oxy]ethyl ester- and 


polyethylene glycol monoallyl ether-blocked 1,6-diisocyanatohexane 


homopolymer (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6565


3-Hydroxy-2-(hydroxymethyl)-2-methyl-propanoic acid polymer with 


1,6-diisocyanatohexane, 


α-hydro-ω-hydroxypoly[oxy(methyl-1,2-ethanediyl)] and 


5-isocyanato-1-(isocyanatomethyl)-1,3,3-trimethylcyclohexane, 


potassium salt, compd. with 2,2',2''-nitrilotris[ethanol] (CAS No. 


부여되지 않음)


2015-3-6570


Hexanedioic acid polymer with 


2-ethyl-2-(hydroxymethyl)-1,3-propanediol, 1,6-hexanediol, 


α-hydro-ω-hydroxypoly(oxy-1,4-butanediyl) and 


5-isocyanato-1-(isocyanatomethyl)-1,3,3-trimethylcyclohexane, 


2-hydroxyethyl 2-propenoate-blocked (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6574
9-Phenyl-10-(4-phenyl-1-naphthalenyl)anthracene (CAS No. 


1207336-74-0)


2015-3-6575
9-Phenyl-10-(4-phenyl-1-naphthalenyl)anthracene (CAS No. 


1207336-74-0)


2015-3-6576
9-Phenyl-10-(4-phenyl-1-naphthalenyl)anthracene (CAS No. 


1207336-74-0)


2015-3-6588
1-[4-(10-[1,1'-Biphenyl]-4-yl-9-anthracenyl)phenyl]-2-ethenyl-1


H-benzimidazole (CAS No. 1254961-38-0)


2015-3-6604
Reaction mass of 2,2'-oxybis(ethanol), propoxylated and formaldehyde 


polymer with benzenamine and 2-methyloxirane (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6606


(SP-5-12)-(Diphenyl 


phosphato-κO")[29H,31H-phthalocyaninato(2-)-κN29,κN30,κN31,κ


N32]aluminum (CAS No. 1355476-63-9)


2015-3-6613


(4-Ethenylphenyl)methyl N,N-diethylcarbamodithioate homopolymer 


reaction products with N,N-dimethyl-1-octanamine and sulfuryl chloride 


(CAS No. 1427522-48-2)
2015-3-6618 Diethylphosphinic acid (CAS No. 813-76-3)


2015-3-6619


Mixture of 


[1-[(1,2,3,3a,10a-η)-1,9-dihydro-2-methyl-9,9-ditetradecylcyclopen


ta[b]fluoren-3-yl]-N-(1,1-dimethylethyl)-1,1-dimethylsilanaminato(2


-)-κN]dimethyl titanium  and 


[1-[(1,2,3,3a,10a-η)-1,9-dihydro-2-methyl-9,9-ditetradecylcyclopen


ta[b]fluoren-1-yl]-N-(1,1-dimethylethyl)-1,1-dimethylsilanaminato(2
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-)-κN]dimethyl titanium (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6621


Fatty acids, sunflower-oil, conjugated polymers with maleic anhydride, 


polyethylene glycol allyl Me ether, polypropylene glycol acetate allyl 


ether and tall-oil fatty acids, hydrolyzed (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6645


3-Hydroxy-2-(hydroxymethyl)-2-methylpropanoic acid polymer with 


aziridine,  2,4-diisocyanato-1-methylbenzene, 2-oxepanone and 


tetrahydro-2H-pyran-2-one, polypropylene glycol mono-Bu 


ether-blocked (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6646


α-[(3-Ethyl-3-oxetanyl)methyl]-ω-hydroxypoly(oxy-1,2-ethanediyl


) homopolymer, 


mono[2-[(2-methyl-1-oxo-2-propen-1-yl)oxy]ethyl]ether (CAS No. 


1256338-53-0)


2015-3-6647
Formaldehyde polymers with phenol (tetrapropenyl) derivs., 


2-hydroxyethyl ethers (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6648 Ethylene-1,2-bis(ethylphosphinic acid) (CAS No. 55743-63-0)


2015-3-6652


Siloxanes and silicones, di-Me, 3-hydroxypropyl Me, ethers with 


polyethylene-polypropylene glycol mono-Me ether and polypropylene 


glycol monoacetate (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6655


3-Hydroxy-2-(hydroxymethyl)-2-methylpropanoic acid polymer with 


2-ethyl-2-(hydroxymethyl)-1,3-propanediol, 


1,1'-methylenebis[4-isocyanatocyclohexane], 


α,α'-[(1-methylethylidene)di-4,1-phenylene]bis[ω-hydroxypoly(oxy


-1,2-ethanediyl)] and piperazine, compd. with N,N-diethylethanamine 


(CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6675


2-Methyloxirane polymer with oxirane 


mono[N-[5-[[[bis(2-hydroxyethyl)amino]carbonyl]amino]-2(or4)-met


hylphenyl]carbamate], monobutyl ether, dihydrogen phosphate(ester) 


(CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6691


1-Benzyl-1H-pyrrole-2,5-dione polymer with 2-propenoic acid, 


α-(1-oxo-2-propenyl)-ω-([1,1'-biphenyl]-2-yloxy)poly(oxy-1,2-e


thanediyl)  and oxiranylmethyl  2-methyl-2-propenoate (CAS No. 


부여되지 않음)


2015-3-6722


Alkenes, (C=11~13), (C=12)-rich reaction products with 


1,3-dioxolan-2-one, phenol and sulfur, calcium salts (CAS No. 부여되지 


않음)


2015-3-6736


Butyl 2-methyl-2-propenoate polymer with ethenylbenzene telomer 


with 3-mercaptopropanoic acid and 2-propenenitrile 


2-hydroxy-3-[(2-methyl-1-oxo-2-propenyl)oxy]propyl ester and 


1-ethenyl-1H-imidazole compd.  with 


α-phosphono-ω-butoxypoly[oxy(methyl-1,2-ethanediyl)] (CAS No. 


부여되지 않음)


2015-3-6738


Butyl 2-methyl-2-propenoate polymer with ethenylbenzene telomer 


with 3-mercaptopropanoic acid and 2-propenenitrile, 


2-hydroxy-3-[(2-methyl-1-oxo-2-propenyl)oxy]propyl ester and 


1-ethenyl-1H-imidazole (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6742
3-Methylene(3-carboxylmethyl-5-methyl-6-oxo-tetrahydro-pyran-5


-yl) methylmethacylate styrene copolymer (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6744
Fatty acids, sunflower-oil, conjugated polymers with 2,5-furandione and 


tall-oil fatty acids compds. with bisphenol A-epichlorohydrin-ethylene 
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oxide-propylene oxide polymer-N-butyl-1-butanamine reaction 


products (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6766


4,5,6,7-Tetrachloro-2-[2-(2,3-dihydro-1,3-dioxo-1H-benz[f]inden-


2-yl)-8-quinolinyl]-1H-isoindole-1,3(2H)-dione (CAS No. 


1391973-47-9)


2015-3-6771


5-Isocyanato-1-(isocyanatomethyl)-1,3,3-trimethyl-cyclohexane 


polymers with 2-hydroxyethyl-terminated hydrogenated polybutadiene, 


4-hydroxybutyl acrylate-blocked (CAS No. 1440950-34-4)


2015-3-6774


Siloxanes and Silicones, di-Me, Me hydrogen, hydrogen-terminated 


polymer with 


6,14-bis[[2,2-bis(hydroxymethyl)butoxy]methyl]-2,6,10,14,18-pentaet


hyl-2,18-bis(hydroxymethyl)-10-[(2-propenyloxy)methyl]-4,8,12,16-


tetraoxanonadecane-1,19-diol and methyloxirane polymer with oxirane, 


mono-2-propenyl ether (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6775


3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,8-Tridecafluorooctyl 2-methyl-2-propenoate 


polymer with chloroethene, 1,1-dichloroethene, 


N-(hydroxymethyl)-2-propenamide and octadecyl 2-propenoate (CAS 


No. 1541145-59-8)


2015-3-6814


α-Hydro-ω-hydroxypoly[oxy(methyl-1,2-ethanediyl)] polymers with 


hydroxy-terminated hydrogenated polybutadiene and 


5-isocyanato-1-(isocyanatomethyl)-1,3,3-trimethylcyclohexane, 


2-hydroxyethyl acrylate-blocked (CAS No. 1465803-05-7)


2015-3-6826


Butyl 2-methyl-2-propenoate polymer with 2-(dimethylamino)ethyl 


2-methyl-2-propenoate, 2-[2-(2-ethoxyethoxy)ethoxy]ethyl 


2-methyl-2-propenoate, 2-ethylhexyl 2-methyl-2-propenoate, methyl 


2-methyl-2-propenoate and phenylmethyl 2-methyl-2-propenoate, 


[(1-methoxy-2-methyl-1-propen-1-yl)oxy]trimethylsilane-initiated, 


glycidyl tolyl ether-quaternized, benzoates(salts) (CAS No. 부여되지 


않음)


2015-3-6827


Butyl 2-methyl-2-propenoate polymer with 2-(dimethylamino)ethyl 


2-methyl-2-propenoate reaction product with 


[(1-methoxy-2-methyl-1-propen-1-yl)oxy]trimethylsilane (CAS No. 


부여되지 않음)


2015-3-6841


Calcium 


4-[2-[5-(aminocarbonyl)-2-methoxyphenyl]diazenyl]-3-hydroxy-2-


naphthalenecarboxylate (1:2) (CAS No. 1204232-63-2)


2015-3-6842


Methyl 2-methyl-2-propenoate polymer with 2-(dimethylamino)ethyl 


2-methyl-2-propenoate, 


[(1-methoxy-2-methyl-1-propenyl)oxy]trimethyl silane-initiated 


(CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6855
Formaldehyde polymers with phenol (tetrapropenyl) derivs. (CAS No. 


부여되지 않음)


2015-3-6860


2-Methylenebutanedioic acid polymer with 2-hydroxyethyl 


2-methyl-2-propenoate, 2-methyl-2-propenoic acid and 


3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,8-tridecafluorooctyl 2-methyl-2-propenoate, 


sodium salt (CAS No. 1345817-52-8)


2015-3-6865
Ethenylbenzene polymer with diethenylbenzene, ethenylethylbenzene, 


sulfuric acid and 2-pyridineethanethiol (CAS No. 부여되지 않음)







고유번호 화학물질명(CAS No.)


2015-3-6866
Siloxanes and silicones, 3-(2-hydroxyethoxy)propyl Me, Me octyl, 


esters with 2-oxepanone homopolymer acetate (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6871


[5,5'-Biisobenzofuran]-1,1',3,3'-tetrone polymer with 


bicyclo[2.2.1]heptane-2,?-dimethanamine and 1,4-cyclohexanediamine 


(CAS No. 1553929-03-5)


2015-3-6872


1H,3H-Benzo[1,2-c:4,5-c']difuran-1,3,5,7-tetrone polymer with 


bicyclo[2.2.1]heptane-2,?-dimethanamine, 


[5,5'-biisobenzofuran]-1,1',3,3'-tetrone and 


1,4-cyclohexanedimethanamine (CAS No. 1242431-30-6)


2015-3-6875


Silsesquioxanes, 


3-(1,3,3a,4,7,7a-hexahydro-1,3-dioxo-4,7-methano-2H-isoindol-2-y


l)propyl, hydroxy- and ethoxy-terminated (CAS No. 1427038-14-9)


2015-3-6882


2-Methyl-2-propenoic acid polymer with butyl 


2-methyl-2-propenoate, chlorine, cyclohexyl 2-methyl-2-propenoate, 


2,5-furandione, 2-oxiranylmethyl 2-methyl-2-propenoate, 


2-hydroxyethyl 2-propenoate, 2-hydroxyethyl 


2-methyl-2-propenoate, methyl 2-methyl-2-propenoate, 


2-methoxyethyl 2-propenoate and 1-propene (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6915
α-Sulfo-ω-phenoxypoly(oxy-1,2-ethanediyl), 1-phenylethyl and 


1-propen-1-yl derivs., ammonium salts (CAS No. 1443997-96-3)


2015-3-6918
5-[Difluoro[(trans,trans)-4'-propyl[1,1'-bicyclohexyl]-4-yl]methoxy]


-1,3-difluoro-2-(trifluoromethyl)benzene (CAS No. 208338-86-7)


2015-3-6969


Methyl 2-methyl-2-propenoate polymer with 2-(dimethylamino)ethyl 


2-methyl-2-propenoate and (chloromethyl)benzene, 


[(1-methoxy-2-methyl-1-propen-1-yl)oxy]trimethylsilane-initiated 


(CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6970


2,5-Furandione telomer with ethenylbenzene and 


(1-methylethyl)benzene, ester with 2-methyloxirane polymer with 


oxirane mono(2-propylheptyl)ether, potassium salt (CAS No. 부여되지 


않음)


2015-3-6972


3-(Triethoxysilyl)-1-propanamine polymer with 


α-(1-oxo-2-propen-1-yl)-ω-[(1-oxo-2-propen-1-yl)oxy]poly(ox


y-1,2-ethanediyl) (CAS No. 1025135-47-0)


2015-3-6987 [1,1'-Biphenyl]-4-ylmethyl 2-propenoate (CAS No. 54140-58-8)


2015-3-6990


Mono[2-[(1-oxo-2-propenyl)oxy]ethyl] butanedioate polymer with 


2-ethylhexyl 2-methyl-2-propenoate, 2-hydroxyethyl 


2-methyl-2-propenoate, methyl 2-methyl-2-propenoate, 


2-methyl-2-propenoic acid, N-phenylmaleimide and styrene, 


2,2'-azobis[2,4-dimethylvaleronitrile]-initiated (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-6997
1-(9,9-Diethyl-9H-fluoren-2-yl)-1,2-propanedione, 


2-(O-acetyloxime) (CAS No. 1624294-57-0)


2015-3-7023


2-Oxepanone homopolymer ester with 1,2,3-propanetriol, dihydrogen 


phosphate 


N-[methyl-3-[(1-oxo-2,5,8,11-tetraoxapentadec-1-yl)amino]phenyl]


carbamate (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-7032


4,4'-(1-Methylethylidene)bisphenol polymer with (chloromethyl)oxirane 


reaction products with polyethylene-polypropylene glycol 2-aminopropyl 


Me ether, compds. with polyethylene glycol ether with 


2,2'-[(9Z)-9-octadecenylimino]bis[ethanol] (2:1), polyethylene glycol 







고유번호 화학물질명(CAS No.)


monoisotridecyl ether phosphate potassium salt and polypropylene glycol 


mono-Bu ether phosphate potassium salt (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-7033


2,5-Furandione polymer with ethenylbenzene, 3-(dimethylamino)propyl 


imide, imide with polyethylene-polypropylene glycol 2-aminopropyl Me 


ether, benzyl chloride-quaternized (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-7068


Isophorone diisocyanate polymer with tetrahydrofurfuryl 2-propenoate, 


1,3-dioxolan-2-one polymer with 1,6-hexanediol and 1,5-pentanediol 


and 2-hydroxyethyl 2-propenoate (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-7069


Isophthalic acid polymer with phthalic anhydride, 


2,2-bis(hydroxymethyl)-1,3-propanediol, 


1,3,5-tris(2-hydroxyethyl)-1,3,5-triazine-2,4,6(1H,3H,5H)-trion, 


epoxidized soybean oil and paraformaldehyde (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-7070


α-Hydro-ω-hydroxypoly[oxy(methyl-1,2-ethanediyl)] polymer with 


α,α',α''-1,2,3-propanetriyltris[ω-hydroxypoly[oxy(methyl-1,2-ethane


diyl)]], 2-methyl-1,3-propanediol, 2,4-diisocyanatotoluene and 


1,3-diisocyanato-2-methylbenzene (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-7072


Fatty acids, vegetable-oil polymer with 


3a,4,7,7a-tetrahydro-1,3-isobenzofurandione, trimethylolpropane, 


diphenylmethane 4,4'-diisocyanate, polymethylenepolyphenylene 


isocyanate, ethenylbenzene and 2-propenoic acid (CAS No. 부여되지 


않음)


2015-3-7073


Fatty acids, vegetable-oil polymer with benzoic acid, phthalic anhydride, 


2,2-bis(hydroxymethyl)-1,3-propanediol and paraformaldehyde (CAS 


No. 부여되지 않음)


2015-3-7074


Linseed oil polymer with 2,2-bis(hydroxymethyl)-1,3-propanediol, 


1,2,3-propanetriol, petroleum resins, fatty acids, vegetable-oil, phthalic 


anhydride, 2,4-diisocyanatotoluene and 


1,3-diisocyanato-2-methylbenzene (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-7075


Epoxidized soybean oil polymer with 4,4'-(1-methylethylidene)bisphenol 


polymer with 


2,2'-[(1-methylethylidene)bis(4,1-phenyleneoxymethylene)]bis[oxirane]


, 4,4'-(1-methylethylidene)bisphenol polymer with 


(chloromethyl)oxirane, octadecanoate and paraformaldehyde (CAS No. 


부여되지 않음)


2015-3-7076


Fatty acids, vegetable-oil polymer with fatty acids, vegetable-oil, 


unsatd., fatty acids, dehydrated castor-oil, trimethylolpropane, phthalic 


anhydride, methyl 2-methyl-2-propenoate, acrylonitrile and 


ethenylbenzene (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-7077


α-Hydro-ω-hydroxypoly[oxy(methyl-1,2-ethanediyl)] polymer with 


trimethylolpropane, 2,4-diisocyanatotoluene and 


2,4-diisocyanato-1-methylbenzene homopolymer (CAS No. 부여되지 


않음)


2015-3-7078


Benzoyl peroxide polymer with 2-methylpropyl 


2-methyl-2-propenoate, 2-hydroxyethyl 2-methyl-2-propenoate, 


methyl 2-methyl-2-propenoate and ethenylbenzene (CAS No. 부여되지 


않음)


2015-3-7090
2,4-Diisocyanatotoluene polymer with 2-ethylhexanol, 


4,4'-(1-methylethylidene)bisphenol polymer with (chloromethyl)oxirane, 







고유번호 화학물질명(CAS No.)


bisphenol A, butoxyethanol, N,N-dimethyl(2-hydroxyethyl)amine, methyl 


2-methyl-2-propenoate, vinylbenzene, N-butyl 2-propenoate, 


4-methoxyphenol and 2,2-dimethyl-1.3-propanediyl 


2-methyl-2-propenoate (CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-7091


2,4-Diisocyanatotoluene polymer with 2-ethylhexanol, 


N,N-dimethyl(2-hydroxyethyl)amine and 


4,4'-(1-methylethylidene)bisphenol polymer with 


2,2'-[(1-methylethylidene)bis(4,1-phenyleneoxymethylene)]bis[oxirane] 


(CAS No. 부여되지 않음)


2015-3-7093
Boric acid reaction products with 2-hexadecyloxirane (CAS No. 


1384165-12-1)


2015-3-7096


2-Hydroxyethyl 2-methyl-2-propenoate telomer with 


1,1'-(1,1-dimethyl-3-methylene-1,3-propanediyl)bisbenzene and 


ethenylbenzene, dihydrogen phosphate, 


2,2'-(1,2-diazenediyl)bis[2-methylbutanenitrile]-initiated (CAS No. 


부여되지 않음)


2015-3-7164


Mixture of 1-dibenzofuranylmethyl 2-propenoate(1616734-27-0) and 


3-dibenzofuranylmethyl 2-propenoate(1616734-26-9) (CAS No. 


부여되지 않음)


2017-3-7202
1-Pyrenecarboxaldehyde polymer with [1,1'-biphenyl]-2,2'-diol and 


1-naphthalenecarboxaldehyde (CAS No. 1556856-16-6)


2017-3-7211


[6-Diethylamino-9-[2-[2-(methacryloyloxy)ethoxycarbonyl]phenyl]-3


H-xanthen-3-ylidene](diethyl)ammonium 


tetrakis(pentafluorophenyl)borate (CAS No. 부여되지 않음)


2017-3-7234


Methyl 2-methyl-2-propenoate polymer with 2-methyl-2-propenoic 


acid, 1-[2-[(2-methyl-1-oxo-2-propen-1-yl)oxy]ethyl] 


butanedioate and 4-(2-oxiranylmethoxy)butyl 2-propenoate (CAS No. 


부여되지 않음)








◉기후에너지환경부령 제37호


  화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 일부개정령을 다음과 같이 공포한다.


2026년 05월 12일


기후에너지환경부장관 �


화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 일부개정령


화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 일부를 다음과 같이 개정한다.


제17조제1항 중 “따라 등록신청자료를 공동으로 제출하여야 하는 자들은”을 “따른 등록신청자료”


로, “협의체(이하 “협의체”라 한다)를 구성하고 당사자”를 “협의체(이하 “협의체”라 한다)의 구


성원은 상호”로 하고, 같은 조 제2항 각 호 외의 부분 중 “제1항에도 불구하고”를 “법 제15조제1항 


각 호 외의 부분 본문에 따라 협의체를 구성할 때”로, “경우에는”을 “경우”로, “대하여 별도의 협


의체를”을 “대해서는 협의체를 별도로”로 하며, 같은 조 제5항 각 호 외의 부분 중 “등록신청자료를 


공동으로 제출하는 당사자들”을 “협의체 구성원들”로 하고, 같은 조 제6항 및 제7항을 각각 삭제하


며, 같은 조 제9항 중 “당사자들의 합의”를 “합의”로 한다.


제20조의2 및 제20조의3을 각각 다음과 같이 신설한다.


제20조의2(등록신청자료의 공동제출ㆍ공동활용에 관한 분쟁의 조정) ① 법 제16조의3제1항에 따라 조


정을 신청하려는 자는 별지 제13호의2서식의 분쟁 조정 신청서에 다음 각 호의 서류를 첨부하여 기


후에너지환경부장관에게 제출해야 한다.


  1. 법 제16조의3제1항 각 호의 어느 하나에 해당하는 사유로 인하여 화학물질의 등록에 차질이 우려


됨을 증명하는 서류


  2. 국외제조ㆍ생산자에 의한 선임사실 신고증(법 제38조에 따라 국외제조ㆍ생산자가 선임한 자가 신


청하는 경우만 해당한다)


  3. 위탁계약서 사본 등 위탁을 증명하는 서류(화학물질을 위탁하여 제조하는 자가 신청하는 경우만 해


당한다)


  ② 기후에너지환경부장관은 법 제16조의3제3항에 따라 조정안을 마련할 때에는 법 제16조의2 각 호


에 따른 비용분담 및 비용계상의 원칙을 고려해야 한다.


  ③ 법 제16조의3제3항에 따라 조정안을 제시받은 분쟁 조정의 신청인 및 상대방은 제시받은 날부터 


30일 이내에 그 수락 여부를 기후에너지환경부장관에게 통보해야 한다.


  ④ 법 제16조의3제4항에 따른 자료 제출의 요청은 별지 제13호의3서식의 자료제출 요청서에 따른다. 


이 경우 해당 요청서에는 자료의 제출기한을 명시해야 한다.


제20조의3(소유자의 사용동의가 필요한 등록신청자료의 제출유예) ① 법 제16조의4제1항에 따라 소유


자의 사용동의를 받아야 하는 등록신청자료의 제출유예를 신청하려는 자는 별지 제13호의4서식의 등


록신청자료 제출유예 신청서에 다음 각 호의 서류를 첨부하여 화학물질안전원장에게 제출해야 한다.


  1. 법 제16조의3제1항제2호의 사유로 진행한 분쟁 조정 절차에서 같은 조 제3항에 따라 제시된 조정


안을 상대방이 수락하지 않았음을 증명하는 서류


  2. 국외제조ㆍ생산자에 의한 선임사실 신고증(법 제38조에 따라 국외제조ㆍ생산자가 선임한 자가 신







청하는 경우만 해당한다)


  3. 위탁계약서 사본 등 위탁을 증명하는 서류(화학물질을 위탁하여 제조하는 자가 신청하는 경우만 해


당한다)


  ② 제1항에 따라 제출유예 신청을 받은 화학물질안전원장은 신청받은 날부터 30일 이내에 별지 제13


호의5서식의 등록신청자료 제출유예 신청결과 통지서를 신청인에게 통지해야 한다.


  ③ 법 제16조의4제3항에 따라 제출유예 기간을 연장받으려는 자는 유예 기간 만료 30일 전까지 별지 


제13호의6서식의 등록신청자료 제출유예 기간 연장 신청서에 다음 각 호의 서류를 첨부하여 화학물


질안전원장에게 제출해야 한다.


  1. 제출유예 기간 연장이 필요한 사유를 설명하는 서류


  2. 제2항에 따른 등록신청자료 제출유예 신청결과 통지서 원본(전자문서로 발급된 경우에는 그 전자


문서를 말한다)


  3. 국외제조ㆍ생산자에 의한 선임사실 신고증(법 제38조에 따라 국외제조ㆍ생산자가 선임한 자가 신


청하는 경우만 해당한다)


  4. 위탁계약서 사본 등 위탁을 증명하는 서류(화학물질을 위탁하여 제조하는 자가 신청하는 경우만 해


당한다)


  ④ 제3항에 따라 제출유예 기간 연장 신청을 받은 화학물질안전원장은 신청받은 날부터 30일 이내에 


별지 제13호의5서식의 등록신청자료 제출유예 기간 연장 신청결과 통지서를 신청인에게 통지해야 한


다.


제49조제2항 각 호 외의 부분 중 “선임서 또는 해임서”를 “선임 또는 해임 사실 신고서”로 하고, 


같은 항 제1호 중 “서류”를 “서류(선임의 경우만 해당한다)”로 하며, 같은 조 제3항 단서 중 “신청


인”을 “신고인”으로 한다.


제55조의3제1항 각 호 외의 부분 중 “법 제45조의2제2항”을 “법 제45조의2제3항”으로 하고, 같


은 조에 제4항을 다음과 같이 신설한다.


  ④ 법 제45조의2제4항에 따라 업무효력 승계의 신고를 하려는 자는 별지 제33호서식의 업무효력 승


계 사실 신고서에 그 승계 사실을 증명하는 서류를 첨부하여 공단의 이사장에게 제출해야 한다.


별표 11 제1호사목 구분란 중 “법 제45조의2제2항”을 “법 제45조의2제3항”으로 한다.


별지 제13호의2서식부터 별지 제13호의6서식까지를 각각 별지와 같이 신설한다.


별지 제33호서식을 별지와 같이 한다.


부      칙


이 규칙은 2026년 5월 12일부터 시행한다.







■ 화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 [별지 제13호의2서식] 화 학 물 질 정 보 처 리 시 스 템


(kreach.mcee.go.kr)에서도 신청할 수 


있습니다.


등록신청자료의 분쟁 조정 신청서


※ 색상이 어두운 칸은 신청인이 적지 않고 [ ]에는 해당되는 곳에 √표시를 합니다. (앞쪽)


접수번호 접수일 발급일 처리기간 90일


신청인
(법 제38조에


따라 선임된 


자 포함)


상호(명칭)
사업자등록번호


(법인등록번호)


성명(대표자)
담당자 성명 및


연락처 (전자우편:           )


소재지(사업장)
(전화번호:               )


(팩스번호:               )


신청사항


화학물질명


(총칭명)


고유번호


(CAS No. 등 화학


물질 식별번호)


공동제출 및 공동


활용 자료 종류


[ ] 분류ㆍ표시에 관한 자료 [ ] 물리적ㆍ화학적 특성에 관한 자료 [ ] 유해성에 관한 


자료 [ ] 시험계획서 [ ] 위해성에 관한 자료 [ ] 안전사용을 위한 지침 관련 자료


신청 사유


[ ] 공동제출할 자료의 선택ㆍ생산, 비용의 분담 및 등록신청자료의 공동 작성ㆍ제출 등에 


관한 합의가 이루어지지 않은 경우


[ ] 불합리한 대가 요구 또는 거부 등의 사유로 기존 등록신청자료의 사용동의를 받기 어려운


경우


구체적 사유


「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제16조의3제1항 및 같은 법 시행규칙 제20조의2제1항에 따라


화학물질 등록신청자료의 분쟁 조정 신청서를 제출합니다.


년      월      일


신청인                              (서명 또는 인)


기후에너지환경부장관 귀하


첨부서류


1. 「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제16조의3제1항 각 호의 어느 하나에 


해당하는 사유로 인해 화학물질의 등록에 차질이 우려됨을 증명하는 서류


2. 국외제조ㆍ생산자에 의한 선임사실 신고증(「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법


률」 제38조에 따라 국외제조ㆍ생산자가 선임한 자가 신청하는 경우만 해당합니다)


3. 위탁계약서 사본 등 위탁을 증명하는 서류(화학물질을 위탁하여 제조하는 자가 신청


하는 경우만 해당합니다)


수수료


없  음


작성방법


1. “공동제출 및 공동활용 자료 종류”란은 분쟁 조정이 필요한 자료를 선택합니다.


2. “구체적 사유”란은 분쟁이 발생한 주요 쟁점을 적습니다.


처리절차


신청서 작성 ⇒ 접수 ⇒ 검토 ⇒ 조정안 제시


신청인 기후에너지환경부 기후에너지환경부 기후에너지환경부


210mm×297mm[백상지(80g/㎡) 또는 중질지(80g/㎡)]                    







■ 화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 [별지 제13호의3서식] 화 학 물 질 정 보 처 리 시 스 템


(kreach.mcee.go.kr)에서도 발급받을 


수 있습니다.


   제      호


등록신청자료의 분쟁 조정에 관한 자료제출 요청서


관계인


상호(명칭)
사업자등록번호


(법인등록번호)


성명(대표자)


소재지(사업장)


화학물질명


(총칭명, CAS No. 등 화학


물질 식별번호)


자료제출 기한


자료제출 내용


제출대상 자료의 명칭 사유


「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제16조의3제4항 및 같은 법 시행규


칙 제20조의2제4항에 따라 등록신청자료의 분쟁 조정에 필요한 자료의 제출을 요


청합니다.


년       월       일


기후에너지환경부장관 직인


210mm×297mm[백상지(80g/㎡) 또는 중질지(80g/㎡)]







■ 화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 [별지 제13호의4서식] 화 학 물 질 정 보 처 리 시 스 템


(kreach.mcee.go.kr)에서도 신청할 수 


있습니다.


등록신청자료 제출유예 신청서
※ 색상이 어두운 칸은 신청인이 적지 않으며, [ ]에는 해당되는 곳에 √표시를 합니다.


접수번호 접수일 처리기간 30일


신청인


상호(명칭) 사업자등록번호(법인등록번호)


성명(대표자) 담당자 성명 및 연락처


(전자우편:               )


소재지(사업장)


(전화번호:               )


(팩스번호:               )


신청내용


화학물질명


(총칭명)


고유번호


(CAS No. 등 화학물질 


식별번호)


공동활용 자료 종류
[ ] 물리적ㆍ화학적 특성에 관한 자료 (시험항목:                         )


[ ] 유해성에 관한 자료              (시험항목:                         )


유예기간                   년     월     일까지


「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제16조의4제1항 및 같은 법 시행규칙 제20조의3제1항에 


따라 위와 같이 등록신청자료의 제출유예를 신청합니다.


년     월     일


신청인               
(서명 또는 인)


화학물질안전원장 귀하


첨부서류


1. 「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제16조의3제1항제2호의 사유로 진행한 분쟁 


조정 절차에서 같은 조 제3항에 따라 제시된 조정안을 상대방이 수락하지 않았음을 증명하


는 서류


2. 국외제조ㆍ생산자에 의한 선임사실 신고증(「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제


38조에 따라 국외제조ㆍ생산자가 선임한 자가 신청하는 경우만 해당합니다)


3. 위탁계약서 사본 등 위탁을 증명하는 서류(화학물질을 위탁하여 제조하는 자가 신청하는 경


우만 해당합니다)


수수료 


없 음


작성방법


1. “공동활용 자료 종류”란의 시험항목은 제출유예를 신청하려는 「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙」 별표 


1에 따른 시험항목을 기재합니다.


2. “유예기간”란은 희망하는 기간(해당 물질의 화학물질등록 신청일부터 1년 이내 범위)을 기재합니다.


처 리 절 차


신청서 작성 è 접 수 è 검 토 è 통지서 작성 è 결 재 è
제출유예 신청


결과 통지


신청인
화학물질


안전원


화학물질


안전원


화학물질


안전원


화학물질


안전원


화학물질


안전원


210mm×297mm[백상지(80g/㎡) 또는 중질지(80g/㎡)]







■ 화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 [별지 제13호의5서식] 화 학 물 질 정 보 처 리 시 스 템


(kreach.mcee.go.kr)에서도 발급받을 수 


있습니다.


등록신청자료


[ ] 제출유예


[ ] 제출유예 기간 연


장


신청결과 통지서


신청인


상호(명칭) 사업자등록번호(법인등록번호)


대표자 성명 담당자 성명 및 연락처


(전자우편:                )


사업장 소재지


(전화번호:                )


(팩스번호:                )


통지내용


화학물질명


(총칭명)


고유번호


(CAS No. 등 화학


물질 식별번호)


공동활용 자료 종류
[ ] 물리적ㆍ화학적 특성에 관한 자료 (시험항목:                         )


[ ] 유해성에 관한 자료              (시험항목:                         )


유예 기간                   년     월     일까지


연장된 유예 기간                   년     월     일까지


「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제16조의4
[ ] 제2항


, 같은 법 시행규칙 제20조의3
[ ] 제2항


[ ] 제3항 [ ] 제4항


에 따라 귀하의 등록신청자료
[ ] 제출유예


에 대하여 위와 같이 
[ ] 승인


합니다.
[ ] 제출유예 기간 연장 [ ] 불승인


이 통지서에 이의가 있는 경우 통지서를 받은 날부터 90일 이내에 「행정심판법」에 따른 행정심판을 청


구하거나 「행정소송법」에 따른 행정소송을 제기할 수 있습니다.


년     월     일


  화학물질안전원장   직인


210mm×297mm[백상지(80g/㎡) 또는 중질지(80g/㎡)]







■ 화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 [별지 제13호의6서식] 화 학 물 질 정 보 처 리 시 스 템


(kreach.mcee.go.kr)에서도 신청할 수 


있습니다.


등록신청자료 제출유예 기간 연장 신청서
※ 색상이 어두운 칸은 신청인이 적지 않으며, [ ]에는 해당되는 곳에 √표시를 합니다.


접수번호 접수일 처리기간 30일


신청인


상호(명칭) 사업자등록번호(법인등록번호)


성명(대표자) 담당자 성명 및 연락처


(전자우편:               )


소재지(사업장)


(전화번호:               )


(팩스번호:               )


제출유예


내용


화학물질명


(총칭명)


고유번호


(CAS No. 등 화학물질 


식별번호)


공동활용 자료 종류
[ ] 물리적ㆍ화학적 특성에 관한 자료 (시험항목:                         )


[ ] 유해성에 관한 자료              (시험항목:                         )


이전 유예 기간                   년     월     일까지


신청내용 연장 유예 기간                   년     월     일까지


「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제16조의4제3항 및 같은 법 시행규칙 제20조의3제3항에 


따라 위와 같이 등록신청자료의 제출유예 기간 연장을 신청합니다.


년     월     일


신청인               
(서명 또는 인)


화학물질안전원장 귀하


첨부서류


1. 제출유예 기간 연장이 필요한 사유를 설명하는 서류


2. 「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙」 제20조의3제2항에 따른 등록신청자


료 제출유예 신청결과 통지서 원본(전자문서로 발급된 경우에는 그 전자문서를 말합니다)


3. 국외제조ㆍ생산자에 의한 선임사실 신고증(「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제


38조에 따라 국외제조ㆍ생산자가 선임한 자가 신청하는 경우만 해당합니다)


4. 위탁계약서 사본 등 위탁을 증명하는 서류(화학물질을 위탁하여 제조하는 자가 신청하는 경


우만 해당합니다)


수수료 


없 음


작성방법


“연장 유예 기간”란에는 희망하는 기간(이전 유예 기간으로부터 1년 이내 범위)을 기재합니다.


처 리 절 차


신청서 작성 è 접 수 è 검 토 è 통지서 작성 è 결 재 è
제출유예 기간 연장 


신청결과 통지


신청인
화학물질


안전원


화학물질


안전원


화학물질


안전원


화학물질


안전원


화학물질


안전원


210mm×297mm[백상지(80g/㎡) 또는 중질지(80g/㎡)]







■ 화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 [별지 제33호서식] 화학물질정보처리시스템(kreach.me.go.kr)에서도 


신청할 수 있습니다.


국외 제조ㆍ생산자에 의한
[ ] 선임 [ ] 해임


사실 신고서
[ ] 업무효력 승계


※ 색상이 어두운 칸은 신고인이 적지 않으며, [ ]에는 해당되는 곳에 √표시를 합니다. (앞쪽)


접수번호 접수일 발급일 처리기간 7일


선임


대상자


(업무효력


승계인)


상호(명칭)
사업자등록번호


(법인등록번호)


성명(대표자)
담당자 성명 및 


연락처 (전자우편:              )


소재지(사업장)
(전화번호:              )


(팩스번호:              )


해임


대상자


(업무효력


피승계인)


상호(명칭)
사업자등록번호


(법인등록번호)


성명(대표자)
담당자 성명 및 


연락처 (전자우편:              )


소재지(사업장)
(전화번호:              )


(팩스번호:              )


선임번호


국외 제조


(생산)자


상호(명칭) 제조(생산)국


담당자 성명 및


연락처 (전자우편:              )


소재지(사업장)
(전화번호:              )


(팩스번호:              )


최종 수출자


상호(명칭) 제조(생산)국


담당자 성명 및


연락처 (전자우편:              )


소재지(사업장)
(전화번호:              )


(팩스번호:              )


화학물질


정보


화학물질명


(총칭명, CAS No. 등


화학물질 식별번호)


관리번호


(업무효력 승계의


경우만 작성)


제품명


「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」
[ ]제38조제2항 및 같은 법 시행규칙 제49조제2항


에 따라
[ ]제45조의2제4항 및 같은 법 시행규칙 제55조의3제4항


[ ] 화학물질 또는 제품의 국외 제조(생산)자는 수입자를 갈음하여 업무를 수행할 수 있는 자를 
[ ] 선임


[ ] 해임


[ ] 위 선임 대상자(업무효력 승계인)는 해임 대상자(업무효력 피승계인)가 수행한 업무의 효력을 승계


하였음을 신고합니다.


년         월         일


신고인                           (서명 또는 인)


한국환경공단 이사장  귀하


첨부서류


1. 「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙」 제49조제1항 각 호의 요건을 증명하는 서류(선임 신


고의 경우에만 제출합니다)


2. 선임계약서 사본 등 선임 또는 해임 여부를 증명하는 서류(선임 또는 해임 신고의 경우에만 제출합니다)


3. 업무효력 승계 사실을 증명하는 서류(업무효력 승계 신고의 경우에만 제출합니다)


담당자


확인사항


1. 사업자등록증명(주민등록번호가 제외된 것을 말합니다)


2. 법인 등기사항증명서(법인인 경우만 해당합니다)







              (뒤쪽)


행정정보 공동이용 동의서


본인은 이 건 업무처리와 관련하여 담당자가 「전자정부법」 제36조제1항에 따른 행정정보의 공동이용을 통하여 위의 담당자 확인사항 


중 제1호를 확인하는 것에 동의합니다.  * 동의하지 않는 경우에는 신고인이 해당 서류를 제출해야 합니다.


신고인 (서명 또는 인)


작성방법


1. “최종 수출자”란은 국외 제조(생산)자에 의한 선임(해임) 사실 신고증에 최종 수출자가 기재되는 것을 원하는 경우만 적습니


다.


2. “화학물질 정보”란은 복수의 화학물질명 또는 제품명을 적을 수 있습니다.


3. “관리번호”란은 업무효력 승계의 경우만 적습니다.


처리절차


210mm×297mm[백상지(80g/㎡) 또는 중질지(80g/㎡)]


신고서


작성ㆍ제출
⇒ 접수 ⇒ 검토 ⇒ 신고증 통지


신고인 한국환경공단 한국환경공단 한국환경공단







◇ 개정이유 및 주요내용


화학물질의 등록신청 시 제출해야 하는 자료의 공동제출 또는 공동활용에 관한 분쟁을 해결하기 위


한 조정제도를 도입하고, 조정의 상대방이 조정안을 수락하지 않는 경우 소유자의 사용동의를 받아야 하


는 등록신청자료의 제출을 유예할 수 있도록 하는 등의 내용으로 「화학물질의 등록 및 평가 등에 관


한 법률」이 개정(법률 제21132호, 2025. 11. 11. 공포, 2026. 5. 12. 시행)됨에 따라, 공동제출ㆍ공동활용


에 관한 분쟁 조정의 절차 및 방법과 소유자의 사용동의를 받아야 하는 등록신청자료 제출유예의 절차


등 법률에서 위임된 사항과 그 시행에 필요한 사항을 정하려는 것임.
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◉기후에너지환경부공고 제2026-434호


　　「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙」 일부개정령안 입법예고를 하는데 있어, 


그 이유와 주요내용을 국민에게 미리 알려 이에 대한 의견을 듣기위하여 ‘행정절차법’ 제 41조에 


따라 다음과 같이 공고합니다.


2026년 04월 28일


기후에너지환경부장관


「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙」 일부개정령안 재입법예고


1. 개정이유


「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」개정(법률 제21132호, 2025. 11. 11. 공포, 2026. 5. 1


2. 시행)으로 화학물질 등록신청자료의 공동제출·공동활용 과정에서 발생하는 분쟁의 조정 절차와 소


유자의 사용 동의를 요하는 등록신청자료의 제출유예 신청 절차 등을 개정 법률에 맞게 구체화하고, 국


외제조·생산자가 선임한 자의 변경 시 기존에 수행한 업무의 승계 신고에 관한 규정 등을 정합적으로 


마련하려는 것임.


2. 주요내용


가. 등록신청자료 공동제출 방법·절차 규정 정비(안 제17조제1항, 제2항, 제5항 및 제9항 개정, 제17


조제6항 및 제7항 삭제)


  - 공동제출 관련 자구를 정비하고, 협의체 구성에 관한 규정 중 일부 항을 삭제하여 체계를 정비함


나. 등록신청자료 공동제출·공동활용 분쟁조정 절차 신설(안 제17조의2 및 관련 서식 신설)


  - 분쟁조정을 신청하려는 자는 조정신청서(별지 제9호서식)에 등록에 차질이 발생할 수 있음을 증명


하는 서류 등을 첨부하여 기후에너지환경부장관에게 제출하도록 규정


  - 기후에너지환경부장관이 조정안 마련을 위해 필요한 경우 제출 기한을 정해 조정신청인 등에게 자


료 제출을 요청할 수 있게 함


  - 조정안을 제시받은 당사자는 30일 이내 수락 여부를 기후에너지환경부장관에게 통보하도록 함


다. 소유자의 사용 동의가 필요한 등록신청자료 제출유예·연장 절차 신설(안 제17조의3 및 관련 서식 


신설)


  - 제출유예를 신청하려는 자는 제출유예신청서(별지 제9호의3서식)에 제출유예 사유에 해당함을 증


명할 수 있는 서류 등을 첨부하여 화학물질안전원장에게 제출하도록 함


  - 화학물질안전원장은 신청을 받은 날부터 30일 이내에 검토한 후 그 결과를 통지하도록 하고, 제출


유예 기간 연장을 받으려는 자는 유예기간 만료 30일 이전에 연장신청서(별지 제9호의5서식)를 제


출하도록 함


라. 국외제조·생산자가 선임한 자의 변경 시 업무승계 신고 절차 신설(안 제55조의3제4항 및 관련 서


식 신설)


  - 국외제조·생산자의 대리인이 변경되어 기존에 수행한 업무의 효력을 승계받으려는 경우 기존 대


리인이 수행한 업무를 승계받은 사실을 증명하는 서류 등을 첨부하여 한국환경공단의 이사장에게 


제출하도록 함
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3. 의견제출


  본 공고안에 대해 의견이 있는 기관·단체 또는 개인은 2026년 6월 8일까지 국민입법참여센터


(http://opinion.lawmaking.go.kr)를 통하여 온라인으로 의견을 제출하시거나, 다음 사항을 기재한


의견서를 기후에너지환경부장관에게 제출하여 주시기 바랍니다.


  가. 예고 사항에 대한 찬성 또는 반대 의견(반대 시 이유 명시)


  나. 성명(기관·단체의 경우 기관·단체명과 대표자명), 주소 및 전화번호


  다. 그 밖의 참고 사항 등


    ※ 제출의견 보내실 곳


      - 일반우편 : 세종특별자치시 한누리대로 499 청암빌딩 기후에너지환경부 화학물질정책과


      - 전자우편 : dndud9029@korea.kr


      - 팩스 : 044-201-6786


4. 그 밖의 사항


  개정안에 대한 자세한 사항은 기후에너지환경부 화학물질정책과(전화 044-201-6787 또는 


6769, 팩스 044-201-6786)으로 문의하여 주시기 바랍니다.







○ 기후에너지환경부공고(입법예고)제2026-447호(「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 


법률 시행규칙」 일부개정령안 재입법예고 중 정정)


관보 제21228호(2026. 04. 28.)에 게재된 기후에너지환경부공고제2026-434호(「화학물


질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙」 일부개정령안 재입법예고) 중 오류사항이 있


어 다음과 같이 정정합니다.


2026년 05월 04일


기후에너지환경부장관


관보내용 정정사항 비고


의견제출기한: 2026년 6월 8


일까지


의견제출기한: 2026년 5월 4


일까지


재입법예고기간 단축협의에 따


른 의견제출기한 정정
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1. 개정이유


「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」개정(법률 제21132호, 2025.


11. 11. 공포, 2026. 5. 12. 시행)으로 화학물질 등록신청자료의 공동제출·


공동활용 과정에서 발생하는 분쟁의 조정 절차와 소유자의 사용 동의를


요하는 등록신청자료의 제출유예 신청 절차 등을 개정 법률에 맞게 구체화


하고, 국외제조·생산자가 선임한 자의 변경 시 기존에 수행한 업무의 승계


신고에 관한 규정 등을 정합적으로 마련하려는 것임.


2. 주요내용


가. 등록신청자료 공동제출 방법·절차 규정 정비(안 제17조제1항, 제2


항, 제5항 및 제9항 개정, 제17조제6항 및 제7항 삭제)


- 공동제출 관련 자구를 정비하고, 협의체 구성에 관한 규정 중 일부 항


을 삭제하여 체계를 정비함


나. 등록신청자료 공동제출·공동활용 분쟁조정 절차 신설(안 제17조의2


및 관련 서식 신설)


- 분쟁조정을 신청하려는 자는 조정신청서(별지 제9호서식)에 등록에


차질이 발생할 수 있음을 증명하는 서류 등을 첨부하여 기후에너지


환경부장관에게 제출하도록 규정


- 기후에너지환경부장관이 조정안 마련을 위해 필요한 경우 제출 기한을


정해 조정신청인 등에게 자료 제출을 요청할 수 있게 함


- 조정안을 제시받은 당사자는 30일 이내 수락 여부를 기후에너지
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환경부장관에게 통보하도록 함


다. 소유자의 사용 동의가 필요한 등록신청자료 제출유예·연장 절차 신설


(안 제17조의3 및 관련 서식 신설)


- 제출유예를 신청하려는 자는 제출유예신청서(별지 제9호의3서식)에


제출유예 사유에 해당함을 증명할 수 있는 서류 등을 첨부하여 화학


물질안전원장에게 제출하도록 함


- 화학물질안전원장은 신청을 받은 날부터 30일 이내에 검토한 후 그


결과를 통지하도록 하고, 제출유예 기간 연장을 받으려는 자는 유예


기간 만료 30일 이전에 연장신청서(별지 제9호의5서식)를 제출하도록 함


라. 국외제조·생산자가 선임한 자의 변경 시 업무승계 신고 절차 신설


(안 제55조의3제4항 및 관련 서식 신설)


- 국외제조·생산자의 대리인이 변경되어 기존에 수행한 업무의 효력을


승계받으려는 경우 기존 대리인이 수행한 업무를 승계받은 사실을


증명하는 서류 등을 첨부하여 한국환경공단의 이사장에게 제출


하도록 함


3. 참고사항


가. 관계법령 : 생 략


나. 예산조치 : 별도조치 필요 없음


다. 합 의 : OOOO부 등과 합의되었음


라. 기 타 : 1) 신ㆍ구조문대비표, 별첨
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2) 입법예고(9999. 12. 31. ∼ 12. 31.) 결과, 특기할 사항


없음


3) 행정규제 : 없음
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기후에너지환경부령 제 호


화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙


일부개정령안


화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 일부를 다음과 같이


개정한다.


제17조제1항 중 “공동으로 제출하여야 하는 자들은 공동제출을”을 “공


동제출하기”로, “를 구성하고 당사자”를 “의 구성원은 상호”로 하고, 같


은 조 제2항 각 호 외의 부분 중 “제1항에도 불구하고”를 “법 제15조제1


항 각 호 외의 부분 본문에 따라 등록신청자료를 공동으로 제출해야 하


는 자는”으로 하며, 같은 조 제5항 중 “등록신청자료를 공동으로 제출하


는 당사자들”을 “협의체의 구성원들”로 하고, 같은 조 제6항 및 제7항을


각각 삭제하며, 같은 조 제9항 중 “당사자들의 합의”를 “합의”로 한다.


제17조의2 및 제17조의3을 각각 다음과 같이 신설한다.


제17조의2(등록신청자료의 공동제출ㆍ공동활용에 관한 분쟁의 조정) ①


법 제16조의3제1항에 따라 조정을 신청하려는 자(이하 “조정신청인”


이라 한다)는 별지 제9호서식의 조정신청서에 다음 각 호의 서류를 첨


부하여 기후에너지환경부장관에게 제출해야 한다.


1. 법 제16조의3제1항 각 호의 어느 하나에 해당하여 화학물질의 등록


에 차질이 발생할 수 있음을 증명할 수 있는 서류







- 5 -


2. 국외제조ㆍ생산자에 의한 선임사실 신고증(법 제38조에 따라 국외


제조ㆍ생산자가 선임한 자가 신청하는 경우만 해당한다)


3. 위탁계약서 사본 등 위탁을 증명하는 서류(화학물질을 위탁하여 제


조하는 자가 신청하는 경우만 해당한다)


② 기후에너지환경부장관은 제1항에 따라 조정신청인이 제출한 조정


신청서를 검토하여 조정하는 것이 필요하다고 인정하는 경우에는 법


제16조의2 각 호의 등록신청자료의 공동제출·공동활용에 관한 비용분


담·비용계상의 원칙을 고려하여 조정안을 마련하여야 한다. 이 경우


법 제16조의3제4항에 따라 조정신청인 및 협의체의 구성원(대표자를


포함한다) 또는 기존 등록신청자료의 소유자에게 별지 제9호의2서식


의 자료제출요청서에 따라 자료의 제출기한을 정하여 조정안 마련에


필요한 자료의 제출을 요청할 수 있다.


③ 법 제16조의3제3항에 따라 조정안을 제시받은 조정신청인 및 상대


방은 제시 받은 날부터 30일 이내에 그 수락 여부를 기후에너지환경부


장관에게 통보하여야 한다.


제17조의3(소유자의 사용동의를 요하는 등록신청자료의 제출유예) ①


법 제16조의4제1항에 따라 소유자의 사용동의를 받아야 하는 등록신


청자료의 제출 유예를 신청하려는 자는 별지 제9호의3서식의 등록신


청자료 제출유예신청서에 다음 각 호의 서류를 첨부하여 화학물질안


전원장에게 제출하여야 한다.


1. 등록신청자료의 제출유예 사유에 해당함을 증명하는 서류
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2. 국외제조ㆍ생산자에 의한 선임사실 신고증(법 제38조에 따라 국외


제조ㆍ생산자가 선임한 자가 신청하는 경우만 해당한다)


3. 위탁계약서 사본 등 위탁을 증명하는 서류(화학물질을 위탁하여 제


조하는 자가 신청하는 경우만 해당한다)


② 화학물질안전원장은 법 제16조의4제1항에 따른 신청을 받은 날부


터 30일 이내에 해당 신청내용을 검토하여 그 결과를 별지 제9호의4서


식에 따라 신청자에게 통지하여야 한다.


③ 법 제16조의4제3항에 따라 제출유예 기간을 연장 받으려는 자는 유


예기간 만료 30일 이전에 별지 제9호의5서식의 등록신청자료 제출 유


예기간 연장신청서에 다음 각 호의 서류를 첨부하여 화학물질안전원


장에게 제출하여야 한다. 이 경우 화학물질안전원장은 별지 제9호의4


서식에 유예기간을 변경하여 신청인에게 통지하여야 한다.


1. 등록신청자료의 제출유예 연장이 필요한 사유를 설명하는 서류


2. 제2항에 따른 등록신청자료 제출유예 검토결과 통지서 원본(전자문


서로 발급된 경우에는 그 전자문서를 말한다)


3. 국외제조ㆍ생산자에 의한 선임사실 신고증(법 제38조에 따라 국외


제조ㆍ생산자가 선임한 자가 신청하는 경우만 해당한다)


4. 위탁계약서 사본 등 위탁을 증명하는 서류(화학물질을 위탁하여 제


조하는 자가 신청하는 경우만 해당한다)


제55조의3제1항 각 호 외의 부분 중 “법 제45조의2제2항”을 “법 제45조


의2제3항”으로 하고, 같은 조에 제4항을 다음과 같이 신설한다.
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④ 법 제45조의2제4항에 따른 업무승계의 신고를 하려는 자는 별지 제


38호의5서식의 업무승계 신고서에 다음 각 호의 서류를 첨부하여 공


단의 이사장에게 제출해야 한다. 이 경우 공단의 이사장은 제49조제2


항 각 호 외의 부분에 따른 선임 신고를 한 것으로 갈음하여 14일 이


내에 별지 제34호서식의 신고증을 내주어야 한다.


1. 제49조제1항 각 호의 요건을 증명하는 서류


2. 선임계약서 사본 등 선임 또는 기존 선임자가 수행한 업무를 승계


받은 사실을 증명하는 서류


별표 11 제1호 구분란 사목 중 “법 제45조의2제2항”을 “법 제45조의2제3


항”으로 한다.


별지 제9호서식, 별지 제9호의2서식, 별지 제9호의3서식, 별지 제9호의4


서식, 별지 제9호의5서식 및 별지 제38호의5서식을 별지와 같이 신설한


다.


부 칙


이 규칙은 2026년 5월 12일부터 시행한다.
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■ 화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 


[별지 제9호서식] <신설 2026. 5. 12.>


화학물질정보처리시스템(kreach.mcee.go.kr)에서도 신청할 수 있


습니다.


[ ] 제 조 등록신청자료의 분쟁 조정신청서[ ] 수 입
 ※ 뒤쪽의 작성방법 및 첨부서류란을 참고하시기 바라며, 색상이 어두운 난은 신청인이 적지 않습니다. (앞쪽)


접수번호 접수일 발급일 처리기간


   
 90일


신청인
(법 제38조에 


따라 선임된 


자 또는 위탁


한 자 포함)


 상호(명칭)
사업자등록번호


(법인등록번호)


 성명(대표자)
 담당자 성명 및


연락처 (전자우편:           )


소재지(사업장)
(전화번호:               )


(팩스번호:               )


신청사항


 화학물질명


 (총칭명)


 고유번호


(CAS No. 등 화학


물질 식별번호)


공동제출 및 공동


활용 자료 종류


[ ] 분류 및 표시에 관한 자료 [ ] 물리적·화학적 특성에 관한 자료 [ ] 유해성에 


관한 자료 [ ] 시험계획서 [ ] 위해성에 관한 자료 [ ] 안전사용을 위한 지침 관련 


자료


 신청 사유


 [ ] 공동제출할 자료의 선택·생산, 비용의 분담 및 등록신청자료의 공동 작성·제출 등에 관한 합의가 


이루어지지 않은 경우


 [ ] 불합리한 대가 요구 또는 거부 등의 사유로 기존 등록신청자료의 사용 동의를 받기 어려운 경우


구체적 사유 


기술


  「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제16조의3제1항 및 같은 법 시행규칙 제17조의2제1항에 따라


[ ] 제조


[ ] 수입
 화학물질 등록신청자료의 분쟁 조정 신청서를 제출합니다.


년      월      일


 


신청인                              (서명 또는 인)


기후에너지환경부장관  귀하


첨부서류


1. 법 제16조의3제1항 각 호의 어느 하나에 해당하여 화학물질의 등록에 차질이 발생할 


수 있음을 증명할 수 있는 서류


 2. 국외제조·생산자에 의한 선임사실 신고증(법 제38조에 따라 국외제조·생산자가 선임


한 자가 신청하는 경우만 해당한다)


 3. 위탁계약서 사본 등 위탁을 증명하는 서류(화학물질을 위탁하여 제조하는 자가 신청


하는 경우만 해당한다)


수수료


없  음


작성방법


1. “공동제출 및 공동활용 자료 종류”란은 분쟁조정이 필요한 자료를 선택합니다.


2. “구체적 사유 기술”란은 분쟁이 발생한 주요 쟁점 등을 적습니다.


처리절차


신청서 작성 ⇒ 접수 ⇒ 검토 ⇒ 결재


신청인 기후에너지환경부 기후에너지환경부 기후에너지환경부


210mm×297mm[백상지(80g/㎡) 또는 중질지(80g/㎡)]            
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■ 화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 


[별지 제9호의2서식] <신설 2026. 5. 12.> 


화학물질정보처리시스템(kreach.mcee.go.kr)에서도 신청할 수 있


습니다.


   제      호


등록신청자료의 분쟁 조정에 관한 자료제출요청서


관계인


상호(명칭)
사업자등록번호


(법인등록번호)


성명(대표자)


소재지(사업장)


화학물질명


(총칭명, CAS No. 등 화학


물질 식별번호)


자료제출기한


자료제출내용


제출대상 자료명칭 사유


 「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제16조의3제3항 및 같은 법 시행규칙 제17조


의2제2항에 따라 등록신청자료의 분쟁 조정에 필요한 해당 자료의 제출을 요청합니


다.


년       월       일


기후에너지환경부장관 직인


210mm×297mm[백상지(80g/㎡) 또는 중질지(80g/㎡)]
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■ 화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 


[별지 제9호의3서식] <신설 2026. 5. 12.>


화학물질정보처리시스템(kreach.mcee.go.kr)에서도 신청할 수 


있습니다.


등록신청자료 제출유예 신청서
 ※ 색상이 어두운 난은 신청인이 적지 않습니다.


접수번호 접수일시 처리기간  30일


신청인


상호(명칭) 사업자등록번호(법인등록번호)


성명(대표자) 담당자 성명 및 연락처


(전자우편:               )


소재지(사업장)


(전화번호:               )


(팩스번호:               )


신청내용


 화학물질명


 (총칭명)


 고유번호


(CAS No. 등 화학물질 


식별번호)


공동활용 자료 종류
[ ] 물리적·화학적 특성에 관한 자료 (시험항목:                         )


[ ] 유해성에 관한 자료              (시험항목:                         )


유예기간                   년     월     일까지


  「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제16조의4제1항 및 같은 법 시행규칙 제17조의3제1항


에 따라 위와 같이 등록신청자료의 제출유예를 신청합니다.


년     월     일


신청인               
 (서명 또는 인)


화학물질안전원장 귀하


첨부서류


 1. 등록신청자료의 제출유예 사유에 해당함을 증명하는 서류


 2. 국외제조·생산자에 의한 선임사실 신고증(법 제38조에 따라 국외제조·생산자가 선임한 자가 


신청하는 경우만 해당한다)


 3. 위탁계약서 사본 등 위탁을 증명하는 서류(화학물질을 위탁하여 제조하는 자가 신청하는 경


우만 해당한다)


수수료 


없 음


 


작성방법


1. “공동활용 자료 종류”란의 시험항목은 제출유예를 신청하고자 하는 시행규칙 별표 1에 따른 시험항목을 기재합니다.


2. “유예기간”란은 희망하는 기간(해당물질의 화학물질등록 신청일로부터 1년 이내 범위)을 기재합니다.


처 리 절 차


신청서 작성 è 접 수 è 검 토 è 통지서 작성 è 결 재 è
제출유예 신청


결과 통지


신청인 처리기관: 화학물질안전원


210mm×297mm[백상지(80g/㎡) 또는 중질지(80g/㎡)]
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■ 화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 


[별지 제9호의4서식] <신설 2026. 5. 12.>


화학물질정보처리시스템(kreach.mcee.go.kr)에서도 신청할 수 


있습니다.


등록신청자료 제출유예(연장) 신청결과 통지서


신청인


상호(명칭) 사업자등록번호(법인등록번호)


대표자 성명 담당자 성명 및 연락처


(전자우편:                )


사업장 소재지


(전화번호:                )


(팩스번호:                )


통지내용


 화학물질명


 (총칭명)


 고유번호


(CAS No. 등 화학물


질 식별번호)


공동활용 자료 종류
[ ] 물리적·화학적 특성에 관한 자료 (시험항목:                         )


[ ] 유해성에 관한 자료              (시험항목:                         )


유예 기간                   년     월     일까지


연장 유예 기간                   년     월     일까지


  「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제16조의4제1항 및 제4항, 같은 법 시행규칙 제17조의3제1항 및


 제3항에 따라 귀하의 등록신청자료 제출유예(연장)에 대하여 위와 같이 연장을
[   ]허용


하였음을 통지합니다.
[   ]불허용


이 통지서에 이의가 있는 경우 통지서를 받은 날부터 90일 이내에 「행정심판법」에 따른 행정심판을 


청구하거나 「행정소송법」에 따른 행정소송을 제기할 수 있습니다.


년     월     일


  화학물질안전원장   직인


210mm×297mm[백상지(80g/㎡) 또는 중질지(80g/㎡)]
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■ 화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 


[별지 제9호의5서식] <신설 2026. 5. 12.>


화학물질정보처리시스템(kreach.mcee.go.kr)에서도 신청할 수 


있습니다.


등록신청자료 제출유예 연장 신청서
 ※ 색상이 어두운 난은 신청인이 적지 않습니다.


접수번호 접수일시 처리기간  30일


신청인


상호(명칭) 사업자등록번호(법인등록번호)


성명(대표자) 담당자 성명 및 연락처


(전자우편:               )


소재지(사업장)


(전화번호:               )


(팩스번호:               )


제출유예


내용


 화학물질명


 (총칭명)


 고유번호


(CAS No. 등 화학물질 


식별번호)


공동활용 자료 종류
[ ] 물리적·화학적 특성에 관한 자료 (시험항목:                         )


[ ] 유해성에 관한 자료              (시험항목:                         )


당초 유예 기간                   년     월     일까지


신청내용 연장 유예 기간                   년     월     일까지


  「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제16조의4제3항 및 같은 법 시행규칙 제17조의3제3항


에 따라 위와 같이 등록신청자료의 제출유예의 연장을 신청합니다.


년     월     일


신청인               
 (서명 또는 인)


화학물질안전원장 귀하


첨부서류


 1. 등록신청자료의 제출유예 연장이 필요한 사유를 설명하는 서류


 2. 제2항에 따른 등록신청자료 제출유예 검토결과 통지서 원본(전자문서로 발급된 경우에는 


그 전자문서를 말한다)


 3. 국외제조·생산자에 의한 선임사실 신고증(법 제38조에 따라 국외제조·생산자가 선임한 자가 


신청하는 경우만 해당한다)


 4. 위탁계약서 사본 등 위탁을 증명하는 서류(화학물질을 위탁하여 제조하는 자가 신청하는 경


우만 해당한다)


수수료 


없 음


 


작성방법


1. “연장 유예 기간”란에는 희망하는 기간(당초 유예 기간으로부터 1년 이내 범위)을 기재합니다.


처 리 절 차


신청서 작성 è 접 수 è 검 토 è 통지서 작성 è 결 재 è
제출유예 신청


결과 통지


신청인 처리기관: 화학물질안전원


210mm×297mm[백상지(80g/㎡) 또는 중질지(80g/㎡)]
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■ 화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙 


[별지 제38호의5서식] <신설 2026. 5. 12.>


화학물질정보처리시스템(kreach.mcee.go.kr)에서도 신청할 수 있습니다.


국외 제조ㆍ생산자에 의한 선임자 업무승계 신고서
 ※ 색상이 어두운 칸은 신청인이 적지 않습니다.


접수번호 접수일 발급일 처리기간 14일


업무승계


대상자


상호(명칭) 사업자등록번호


성명(대표자)
담당자 성명 및 


연락처 (이메일주소:            )


소재지(사업장)
(전화번호:              )


(팩스번호:              )


기존


수행자


상호(명칭) 사업자등록번호


성명(대표자)
담당자 성명 및 


연락처 (이메일주소:            )


소재지(사업장)
(전화번호:              )


(팩스번호:              )


선임번호


국외 제조


(생산)자


상호(명칭) 제조(생산)국


담당자 성명 및


연락처 (이메일주소:            )


소재지(사업장)
(전화번호:              )


(팩스번호:              )


최종 수출자


상호(명칭) 제조(생산)국


담당자 성명 및


연락처 (이메일주소:            )


소재지(사업장)
(전화번호:              )


(팩스번호:              )


화학물질


정보


화학물질명


(총칭명, CAS No. 등 


화학물질 식별번호)


관리번호


제품명


 「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률」 제38조제2항 및 같은 법 시행규칙 제55조의3제4항에 따라 화학


물질 또는 제품의 수입자를 갈음하여 기존에 선임된 자의 업무와 그 효력을 승계하였음을 신고합니다.


년         월         일


신고인                            (서명 또는 인)


 한국환경공단 이사장  귀하


첨부서류
1. 「화학물질의 등록 및 평가 등에 관한 법률 시행규칙」 제49조제1항 각 호의 요건을 증명하는 서류 


2. 선임계약서 사본 등 선임 및 기존 선임자가 수행한 업무를 승계받은 사실을 증명하는 서류 


작성방법


1. “업무승계 대상자”란은 국외 제조(생산)자에 의해 새롭게 선임된 자로서 기존 선임자가 수행한 업무를 승계한 자를 적습니다.


2. “기존 수행자”란은 업무승계 대상자 직전의 기존에 선임된 자를 적습니다.


3. "최종 수출자"란은 국외 제조(생산)자에 의한 선임(해임) 사실 신고증에 최종 수출자가 기재되는 것을 원하는 경우만 적습니다.


4. "화학물질 정보"란은 복수의 화학물질명 또는 제품명을 적을 수 있습니다.


5. “관리번호”란은 화학물질의 화학물질등록번호, 화학물질신고번호, 화학물질등록등면제확인번호, 중점관리물질신고번호 등을 


기재합니다.


처리절차


210mm×297mm[백상지(80g/㎡) 또는 중질지(80g/㎡)]


신고서


작성ㆍ제출
⇒ 접수 ⇒ 검토 ⇒ 신고증 통지


신고인 한국환경공단 한국환경공단 한국환경공단
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신ㆍ구조문대비표


현 행 개 정 안


제17조(등록신청자료의 공동제출


방법과 절차) ① 법 제15조제1


항 각 호 외의 부분 본문에 따


라 등록신청자료를 공동으로 제


출하여야 하는 자들은 공동제출


을 위한 협의체(이하 “협의체”


라 한다)를 구성하고 당사자 간


합의로 대표자를 선정하여야 한


다.


제17조(등록신청자료의 공동제출


방법과 절차) ① -----------


------------------------


------------- 공동제출하기


------------------------


------------------------


----의 구성원은 상호 ------


------------------------


--.


② 제1항에도 불구하고 다음 각


호의 어느 하나에 해당하는 경


우에는 해당 화학물질에 대하여


별도의 협의체를 구성할 수 있


다.


② 법 제15조제1항 각 호 외의


부분 본문에 따라 등록신청자료


를 공동으로 제출해야 하는 자


는-----------------------


------------------------


-----.


1.ㆍ2. (생 략) 1.ㆍ2. (현행과 같음)


③ㆍ④ (생 략) ③ㆍ④ (현행과 같음)


⑤ 제1항 또는 제4항에 따라 선


정된 대표자(이하 이 조에서


“대표자”라 한다)는 등록신청자


료를 공동으로 제출하는 당사자


들과의 합의를 거쳐 다음 각 호


의 업무를 수행한다.


⑤ ----------------------


------------------------


-------------- 협의체의 구


성원들-------------------


------------------------


---------------.


1. ∼ 3. (생 략) 1. ∼ 3. (현행과 같음)
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⑥ 대표자는 협의체의 구성원


간 합의 지연 등의 사유로 제5


항 각 호의 업무를 원활하게 수


행할 수 없어 기존화학물질의


등록에 차질이 우려되는 경우에


는 기후에너지환경부장관에게


조정을 요청할 수 있다.


<삭 제>


⑦ 제5항제2호에 따른 비용의


분담에 관하여 등록신청자료를


공동으로 제출하는 당사자간 합


의가 이루어지지 아니하는 경우


에는 당사자별 기존화학물질 제


조량 또는 수입량을 고려하여


분담한다.


<삭 제>


⑧ (생 략) ⑧ (현행과 같음)


⑨ 기후에너지환경부장관은 제


5항에 따른 당사자들의 합의에


필요한 사항을 지원할 수 있다.


⑨ ----------------------


--------- 합의-----------


------------------------.


⑩ (생 략) ⑩ (현행과 같음)


<신 설> 제17조의2(등록신청자료의 공동


제출·공동활용에 관한 분쟁의


조정) ① 법 제16조의3제1항에


따라 조정을 신청하려는 자(이


하 “조정신청인”이라 한다)는


별지 제9호서식의 조정신청서


에 다음 각 호의 서류를 첨부하
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여 기후에너지환경부장관에게


제출해야 한다.


1. 법 제16조의3제1항 각 호의


어느 하나에 해당하여 화학물


질의 등록에 차질이 발생할


수 있음을 증명할 수 있는 서


류


2. 국외제조·생산자에 의한 선


임사실 신고증(법 제38조에


따라 국외제조·생산자가 선임


한 자가 신청하는 경우만 해


당한다)


3. 위탁계약서 사본 등 위탁을


증명하는 서류(화학물질을 위


탁하여 제조하는 자가 신청하


는 경우만 해당한다)


② 기후에너지환경부장관은 제


1항에 따라 조정신청인이 제출


한 조정신청서를 검토하여 조정


하는 것이 필요하다고 인정하는


경우에는 법 제16조의2 각 호의


등록신청자료의 공동제출·공동


활용에 관한 비용분담·비용계상


의 원칙을 고려하여 조정안을


마련하여야 한다. 이 경우 법 제


16조의3제4항에 따라 조정신청
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인 및 협의체의 구성원(대표자


를 포함한다) 또는 기존 등록신


청자료의 소유자에게 별지 제9


호의2서식의 자료제출요청서에


따라 자료의 제출기한을 정하여


조정안 마련에 필요한 자료의


제출을 요청할 수 있다.


③ 법 제16조의3제3항에 따라


조정안을 제시받은 조정신청인


및 상대방은 제시 받은 날부터


30일 이내에 그 수락 여부를 기


후에너지환경부장관에게 통보


하여야 한다.


<신 설> 제17조의3(소유자의 사용동의를


요하는 등록신청자료의 제출유


예) ① 법 제16조의4제1항에 따


라 소유자의 사용동의를 받아야


하는 등록신청자료의 제출 유예


를 신청하려는 자는 별지 제9호


의3서식의 등록신청자료 제출


유예신청서에 다음 각 호의 서


류를 첨부하여 화학물질안전원


장에게 제출하여야 한다.


1. 등록신청자료의 제출유예 사


유에 해당함을 증명하는 서류


2. 국외제조·생산자에 의한 선
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임사실 신고증(법 제38조에


따라 국외제조·생산자가 선임


한 자가 신청하는 경우만 해


당한다)


3. 위탁계약서 사본 등 위탁을


증명하는 서류(화학물질을 위


탁하여 제조하는 자가 신청하


는 경우만 해당한다)


② 화학물질안전원장은 법 제16


조의4제1항에 따른 신청을 받은


날부터 30일 이내에 해당 신청


내용을 검토하여 그 결과를 별


지 제9호의4서식에 따라 신청자


에게 통지하여야 한다.


③ 법 제16조의4제3항에 따라


제출유예 기간을 연장 받으려는


자는 유예기간 만료 30일 이전


에 별지 제9호의5서식의 등록신


청자료 제출 유예기간 연장신청


서에 다음 각 호의 서류를 첨부


하여 화학물질안전원장에게 제


출하여야 한다. 이 경우 화학물


질안전원장은 별지 제9호의4서


식에 유예기간을 변경하여 신청


인에게 통지하여야 한다.


1. 등록신청자료의 제출유예 연
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장이 필요한 사유를 설명하는


서류


2. 제2항에 따른 등록신청자료


제출유예 검토결과 통지서 원


본(전자문서로 발급된 경우에


는 그 전자문서를 말한다)


3. 국외제조·생산자에 의한 선


임사실 신고증(법 제38조에


따라 국외제조·생산자가 선임


한 자가 신청하는 경우만 해


당한다)


4. 위탁계약서 사본 등 위탁을


증명하는 서류(화학물질을 위


탁하여 제조하는 자가 신청하


는 경우만 해당한다)


제55조의3(권리ㆍ의무의 승계) ①


법 제45조의2제2항에 따른 지위


승계의 신고를 하려는 자는 별


지 제38호의4서식의 지위승계


신고서에 다음 각 호의 서류를


첨부하여 공단의 이사장에게 제


출해야 한다.


제55조의3(권리ㆍ의무의 승계) ①


법 제45조의2제3항----------


------------------------


------------------------


------------------------


------------------------


--------.


1.ㆍ2. (생 략) 1.ㆍ2. (현행과 같음)


②ㆍ③ (생 략) ②ㆍ③ (현행과 같음)


<신 설> ④ 법 제45조의2제4항에 따른


업무승계의 신고를 하려는 자는
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별지 제38호의5서식의 업무승


계 신고서에 다음 각 호의 서류


를 첨부하여 공단의 이사장에게


제출해야 한다. 이 경우 공단의


이사장은 제49조제2항 각 호 외


의 부분에 따른 선임 신고를 한


것으로 갈음하여 14일 이내에


별지 제34호서식의 신고증을 내


주어야 한다.


1. 제49조제1항 각 호의 요건을


증명하는 서류


2. 선임계약서 사본 등 선임 또


는 기존 선임자가 수행한 업


무를 승계받은 사실을 증명하


는 서류





